
【表紙】 
  

  

  

【提出書類】 有価証券報告書 

【根拠条文】 証券取引法第24条第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成19年５月24日 

【事業年度】 第３期（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

【会社名】 ＧＣＡ株式会社 

【英訳名】 GCA Co., Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役  渡辺 章博 

【本店の所在の場所】 
東京都千代田区丸の内一丁目11番１号
パシフィックセンチュリープレイス丸の内30階 

【電話番号】 03-6212-7100 

【事務連絡者氏名】 財務ＩＲ室リーダー 加藤 雅也 

【最寄りの連絡場所】 
東京都千代田区丸の内一丁目11番１号

パシフィックセンチュリープレイス丸の内30階 

【電話番号】 03-6212-7100 

【事務連絡者氏名】 財務ＩＲ室リーダー 加藤 雅也 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 



第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．当社は、第２期より連結財務諸表を作成しております。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第２期における潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非

上場であり、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。 

４．第２期における株価収益率については、当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できませんので記載しておりま

せん。 

５．第２期以降における連結財務諸表につきましては、証券取引法第193条の２の規定に基づき、あずさ監査法人の監査を受

けております。 

６．当社は平成18年５月８日付で株式１株につき10株の株式分割を行っております。 

７．第３期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

  

 

回次 第１期 第２期 第３期

決算年月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月

売上高 (百万円) － 4,407 4,517

経常利益 (百万円) － 2,896 2,146

当期純利益 (百万円) － 1,713 1,427

純資産額 (百万円) － 2,010 9,499

総資産額 (百万円) － 3,543 10,265

１株当たり純資産額 (円) － 116,275.36 49,352.65

１株当たり当期純利益金
額 

(円) － 135,778.44 8,534.36

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益金額 

(円) － － 7,772.09

自己資本比率 (％) － 56.7 88.9

自己資本利益率 (％) － 24.5 25.6

株価収益率 (倍) － － 91.2

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

(百万円) － 2,960 △79

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

(百万円) － △279 △392

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

(百万円) － 44 6,710

現金及び現金同等物の期
末残高 

(百万円) － 2,895 9,133

従業員数 (人) － 35 56



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．当社は平成16年４月１日に設立したため、初年度である平成17年２月期より記載しております。また、第１期について

は、平成16年４月１日から平成17年２月28日までの11ヶ月決算となっております。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第１期については潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。第２期については新株予約権の残高はありますが、当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できませんので

記載しておりません。 

４．第１期及び第２期における株価収益率については、当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できませんので記載

しておりません。 

５．第１期以降の財務諸表につきましては、証券取引法第193条の２の規定に基づき、あずさ監査法人の監査を受けておりま

す。 

６．当社は平成18年５月８日付で株式１株につき10株の株式分割を行っております。 

７．第２期より連結財務諸表を作成することになり、連結キャッシュ・フロー計算書のみを作成しておりますので、第２期

以降においては「営業活動によるキャッシュ・フロー」、「投資活動によるキャッシュ・フロー」、「財務活動による

キャッシュ・フロー」及び「現金及び現金同等物の期末残高」については、記載しておりません。 

８．第３期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

回次 第１期 第２期 第３期

決算年月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月

売上高 (百万円) 501 4,407 4,512

経常利益 (百万円) 135 2,897 2,499

当期純利益 (百万円) 72 1,714 1,357

資本金 (百万円) 45 116 3,312

発行済株式総数 (株) 8,000 15,552 184,920

純資産額 (百万円) 152 2,011 9,058

総資産額 (百万円) 485 3,544 9,760

１株当たり純資産額 (円) 19,116.69 116,356.92 48,983.63

１株当たり配当額 
（うち１株当たり中間配
当額） 

(円) 
－ 

（－）
32,150.00

（－）
2,320.00

（－）

１株当たり当期純利益金
額 

(円) 59,295.53 135,892.35 8,118.70

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益金額 

(円) － － 7,393.56

自己資本比率 (％) 31.5 56.7 92.8

自己資本利益率 (％) 89.5 158.5 24.5

株価収益率 (倍) － － 95.8

配当性向 (％) － 23.7 28.6

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

(百万円) 70 － －

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

(百万円) △77 － －

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

(百万円) 167 － －

現金及び現金同等物の期
末残高 

(百万円) 169 － －

従業員数 (人) 9 35 42



「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

  

  



２【沿革】 

  

３【事業の内容】 

 当社グループは、当社（ＧＣＡ株式会社）と子会社２社（株式会社メザニン及び株式会社デューデリジェンス）及び株式会社

メザニンが運営するファンド（投資事業組合）により構成されており、Ｍ＆Ａ取引に関するアドバイザリー事業を主たる業務と

し、Ｍ＆Ａ周辺業務にも事業展開を図っております。 

 当社子会社である株式会社メザニンは、メザニン投資（＊）に特化したファンドを組成・運営することを主たる業務としてお

ります。株式会社デューデリジェンスはＭ＆Ａにおける資産査定を主たる業務としております。 

［事業系統図］ 

 

  

(1）Ｍ＆Ａ 

 当社は平成16年４月に「For Client's Best Interest」を経営理念として設立以来、顧客利益を最優先とする独立系Ｍ＆Ａ

アドバイザリーファーム（注）として、事業規模を急速に拡大しております。日本経済が回復から拡大基調へ向かう中で、Ｍ

＆Ａが企業価値（＊）を高めるための手法として広がりをみせていることや、敵対的買収に対する防衛策を導入する企業が増

加していることも、当社の事業規模拡大の背景となっております。 

  

（＊）を付した用語については、用語集をご参照ください。 

 

年月 概要

平成16年４月 東京都千代田区丸の内においてＭ＆Ａ取引に関連するアドバイザリー業務を目的として当社設

立 

平成17年３月 本社を東京都千代田区内幸町に移転 

平成17年10月 株式会社メザニン（旧社名インテグラル株式会社）を子会社化 

平成18年５月 株式会社メザニンがMCo1号投資事業有限責任組合及びMCo2号投資事業有限責任組合を組成 

平成18年10月 東京証券取引所マザーズに株式を上場 

平成18年12月 株式会社デューデリジェンスを設立 

平成19年１月 本社を東京都千代田区丸の内（現在地）に移転 



 Ｍ＆Ａとは合併（Merger）と買収（Acquisition）の意味であり、具体的な手法としては、株式の買収、企業の合併、株式交

換（＊）、会社分割（＊）、事業譲渡（＊）、公開買付（＊）、第三者割当増資（＊）などがあります。日本では近年、効率

化・収益力の向上のためにＭ＆Ａが積極的に行われています。 

  

 企業がＭ＆Ａを行う動機には下記のようなものがあります。 

・ 売上や事業規模の拡大を狙った“企業成長の動機” 

・ 新分野への進出を狙った“事業多角化の動機” 

・ 販売網や特定の技術者あるいは知的財産権の獲得を狙った“特定資産獲得の動機” 

・ 中小企業においては“事業承継の動機” 

  

 １プラス１が３にも５にもなるといった相乗効果（シナジー）を狙った動機も、新分野への進出などの動機も“Ｍ＆Ａで時

間を買う”ことは共通しております。こういったＭ＆Ａが成立する理由は、「企業価値の評価」にあります。すなわち、Ａ社

にとっては200億円の価値を持つＸ事業が、Ｂ社の事業として行うことにより300億円の価値を持つように変化することがあり

ます。これが、Ｍ＆Ａが成立する原因です。企業経営における「選択と集中」の加速化、グローバル競争の激化により、Ｍ＆

Ａを重要な経営戦略と考える企業経営者が増加しております。 

  

 
  

 （注） 独立系Ｍ＆Ａアドバイザリーファームとは、どの資本系列にも属さずＭ＆Ａアドバイザリー事業を主たる事業と

し、周辺事業についても主たる事業と相乗効果がある事業だけを展開する事業組織であります。 

  

（＊）を付した用語については、用語集をご参照ください。 

 



(2）Ｍ＆Ａのプロセスとアドバイザリー業務の内容 

 当社ではＭ＆Ａ取引へのアドバイザリー業務及び周辺事業を手掛けており、クライアントの利益最大化を目的とするために

当事者の片側へのアドバイザリー業務を行うことを原則とし、買収企業側及び売却企業側の双方から報酬を得る業務（いわゆ

る仲介業務）は行っておりません。 

  

 
  

 一般的なケースにおけるＭ＆Ａの実務のプロセス（進行過程）は上の図のようになります。 

 買収企業側のアドバイザーとして業務プロセスを説明すると以下の４段階に区分されます。 

  

第１段階：買収作業の準備段階から売り手との基本合意（＊）に達するまでの段階 

・ 買収候補の絞込み 

・ 買収候補先から入手した情報の分析 

・ 買収形態や買収資金調達方法の検討 

・ 売り手側アドバイザーとの交渉、基本合意 

  

第２段階：デューデリジェンス（＊）から契約締結まで 

・ 財務、生産、販売、人事など企業活動全般を精査する最も重要な手続きがデューデリジェンスと言われるものです。 

・ 買収価格、買収方法に関する交渉を行い、弁護士を交えて買収契約書（＊）を作成し締結することになります。 

  

（＊）を付した用語については、用語集をご参照ください。 

 



第３段階：契約締結からクロージング（＊）までの段階 

・ 公正取引委員会への届出など関連法令に従った諸手続き 

・ 資金調達から買収対価の支払い 

第４段階：最終段階 

 通常、買収契約書にはクロージング日現在の貸借対照表に基づき買収価格を修正する条項があり買収価格の最終額が決定

します。アドバイザーの業務は、買い手が新しい会社としてスタートすることで終了します。 

  

 Ｍ＆Ａにおけるアドバイザーの業務内容は上述のとおりですが、アドバイザーがその役割を果たすためには“経験”が重要

な要素となります。案件規模の大きな上場企業の買収の際には、市場動向を把握しつつ適正な買収価格を算定するために市場

の動きを熟知していなければなりません。一方、中小案件の場合には、売り手であるオーナー社長の売却後の生活保障や、自

社に対する愛着や感傷を考慮しなければ取引が成立しないケースもあります。すなわち、Ｍ＆Ａのアドバイザーの役割とは、

個別の状況に応じたソリューションを提供することです。また、アドバイザーには交渉の代理人としての機能があります。ア

ドバイザーが中に入ることにより、当事者同士がお互いに冷静に経済合理性に基づいて交渉を進めることができるという大き

なメリットがあります。 

 当社は独立系を維持することにより「For Client's Best Interest」という経営理念を実現できるものと考えております。

そして、「経営理念の実現が当社事業内容そのものである」とも考えております。決して短期的な利益は追求せず、顧客満足

を最優先にすることが、当社の中長期的な発展に繋がるものと考えております。かかる経営方針に共鳴する人材が集うことに

より、当社事業はさらに社会へ貢献するものと考えております。 

  

(3）Ｍ＆Ａアドバイザリーの顧客 

 当社の顧客は、グローバルに事業展開を行う大手企業からオーナー系の中小企業まで幅広いものとなっております。Ｍ＆Ａ

アドバイザリー業務は、業務の特性上、継続的に業務委託契約を受けることは期待しづらいといえます。しかしながら、設立

以来の顧客の中で、約36％が平成19年２月期においても新たな案件で当社をＭ＆Ａアドバイザーとして起用した実績がありま

す。当社は、経営理念を達成するため、以下を実践し顧客からのリピート受注を獲得するようにしております。 

  

① アドバイザリー業務の実行に際しては顧客本位で考えること。例えば、案件推進途中においても「顧客にとって案件成就

がベストでない」と判断した場合には、「案件を中止するメリット」を的確にアドバイスすることを是とし、成功報酬の獲

得を優先した案件成就を決して目指さないことであります。 

 かかる経営方針を全役職員に実践させるため、パートナー・ディレクター始め役職員個人毎に売上予算（ノルマ）を設定

することはしておりません。個人別売上予算を設定した場合、予算達成が顧客満足度よりも優先することがあるからです。

また、かかる経営方針は、着手金及び作業報酬等の基礎報酬で固定費を賄える経営体質づくりに努めていることからも可能

となっております。 

 ちなみに、「For Client's Best Interest」を経営理念としている当社では、顧客からのリピート受注こそがその顧客満

足度を示す証として捉えていることから、短期的な利益の追求である「個人別の収益獲得額」は評価対象としておりませ

ん。各人の経営理念実現に向けての貢献度を全役職員で360度評価し合う制度としております。それによって全役職員に経営

理念の浸透がより一層図られるよう努めております。 

  

（＊）を付した用語については、用語集をご参照ください。 

 



② 当社はアドバイザリー契約締結に際し、下記を基準としております。 

・案件金額の大小には拘らない 

・敵対的買収（＊）案件の買収側アドバイザーにはならない 

・反社会的勢力はいうまでもなく、少しでも正当性が欠如すると思われる案件のアドバイザーは引き受けない 

 すなわち、当社は売上金額（手数料金額）の大小で案件を選別するのではなく、売上金額の小さな案件であろうとも、そ

の顧客にとって価値のある案件には全力で取組んでおります。 

 また当社では、法人を対象とした有料会員組織「ＧＣＡクラブ」を設立しております。 

 「ＧＣＡクラブ」の設立目的は、規模の大小を問わず多くの企業にとって、Ｍ＆Ａが重要な経営の選択肢の一つとなって

きている昨今の状況下、当社代表取締役である渡辺章博、佐山展生など役職員が永年培ってきた知識や経験を基に「Ｍ＆Ａ

をより深く理解したいと考える方々が集い、知識を幅広く習得する場を提供すること」であり、平成19年２月末現在の会員

数は、56社であります。当クラブ会員からの個別案件の問い合わせが当社とのアドバイザリー契約締結に至っているケース

もあります。 

  

(4）Ｍ＆Ａアドバイザーの報酬 

 当社の売上は、Ｍ＆Ａアドバイザリー業務委託契約に基づく基礎報酬（着手金、作業報酬、並びにリテイナー報酬（注）

等）及び成功報酬によっております。アドバイザリー案件は短いもので数ヶ月、長いもので１年超となりますが、案件の業務

委託契約の締結時に収受するものが着手金、案件の進行に伴い作業時間に基づき請求するものが作業報酬、作業が終了し案件

の成立したときに計上するものが成功報酬となっております。 

  

 （注） リテイナー報酬とは、通常のＭ＆Ａアドバイザリー契約が具体的な個別のＭ＆Ａ案件を対象として行うものである

のに対し、Ｍ＆Ａ全般に関する初歩的な情報提供や助言などを一定期間顧客に提供することを受託するリテイナー

契約に基づき受け取る報酬です。 

  

 アドバイザーの報酬のうち、相当部分は成功報酬として得られるもので、平成19年２月期の当社の売上高の概ね67％が成功

報酬であります。成功報酬の算定方式としては、Ｍ＆Ａアドバイザリー業界で一般的なガイドラインである「リーマン方式

（＊）」に基づいております。 

 Ｍ＆Ａアドバイザリー業務は、対象企業の探索から契約書のチェックまで多岐に渡っております。当社の売上である「Ｍ＆

Ａ手数料」は、かかる様々なサービスに対して顧客から受領するものであります。 

  

 
  

（＊）を付した用語については、用語集をご参照ください 

 



(5）㈱メザニンでの新規事業について 

 Ｍ＆ＡやＭＢＯ（＊）等の案件成就の重要な要件の１つは、「ファイナンススキームの構築」です。特に昨今の案件では、

エクイティファイナンス（＊）と銀行ローンなどの借入れの中間に位置する「メザニン投資（＊）」が、ファイナンススキー

ム実現のキーポイントともいえる状況となっております。 

 当社では㈱メザニンを設立し「メザニン投資事業」を開始できる体制を整えました。平成19年２月末において投資実績はあ

りませんが、メザニン投資を手掛ける機能をグループ内に持つことは、当社が提案するスキームの実現性を一層高め、顧客満

足度の向上を目的とするものであります。 

  

（参考）Ｍ＆Ａ市場について 

  

 過去10年間、我が国のＭ＆Ａ市場は飛躍的に拡大しております。日々の新聞にＭ＆Ａ案件が掲載されない日はほとんどな

く、よほどの大きな案件でなければＭ＆Ａ案件が一面の記事として取り扱われることはないほど“通常”の企業活動となって

きております。制度改革も急速に進み、平成９年度の商法改正での持株会社の解禁を皮切りに、平成11年度商法改正による株

式交換・移転制度の導入、産業活力再生特別措置法（＊）の制定、平成12年度商法改正による会社分割制度の導入、平成13年

度の再編に関わる適格税制の導入、平成15年度の企業結合会計基準の公表、そして平成18年５月の会社法施行により我が国の

Ｍ＆Ａに関する法制度はほぼ欧米並みに整備されつつあります。 

  

 市場環境の変化が激しい今日、投資効率の高い事業に経営資源を集中する「選択と集中」を経営の縦軸とする企業にとっ

て、アジリティ（俊敏さ）という横軸も加えなければならなくなっております。この二つの要求を充たす戦略がＭ＆Ａです。

選択と集中のためには事業の購入・売却等が不可避であり、市場の変化のスピードについていくためには時間を買う買収が

もっとも適しております。Ｍ＆Ａについて日本企業の経営者は従来「Ｍ＆Ａは所詮マネーゲーム」といった冷めた目で見るこ

とが多くありました。しかし、時代はもはやそのような経営スタイルの“美学”や“こだわり”を認容しなくなってきまし

た。競争相手がＭ＆Ａという近代兵器を駆使している以上、グローバル競争において勝ち残るにはＭ＆Ａを活用しなければ、

株主や従業員といった企業を取り巻くステークホルダーの期待に応えることができない結果になりかねないのです。これが、

過去10年間に我が国企業が関与するＭ＆Ａ市場が拡大している背景にあります。 

  

（＊）を付した用語については、用語集をご参照ください 

 



（用語集） 

 以下につきましては、本稿に記載の用語だけでなく、Ｍ＆Ａアドバイザリー業界への理解を促進するための用語についても掲載し

ております。 

  

(1）ＤＣＦ分析・・・ＤＣＦ（Discounted Cash Flow）法を用いた企業価値評価分析の手法のこと。ＤＣＦ法は、事業が将来に生

み出すキャッシュフローを当該事業のリスクや資本構成を考慮して決定した割引率で割り引いて現在価値に引きなおし当該事

業の評価額とする方法。 

  

(2）ＥＢＩＴ・・・Earnings Before Interest and Taxの略。経常利益に支払利息を加算し、受取利息を控除して求める。利払い

前の税引前当期利益のことで、税金・財務コストの控除前利益という意味合いをもつ。 

  

(3）ＦＭＶ・・・Fair Market Valueの略。公正な取引が行われている市場において需要と供給の一致したときに成立しているまた

は成立するであろう価格のこと。 

  

(4）ＬＢＯ・・・Leveraged Buy Outの略。自己資金は少なくても、買収をしようとする企業の資産や将来のキャッシュフローを担

保として金融機関からの借入れを受けることによって企業を買収すること。 

  

(5）ＭＢＯ・・・Management Buy Outの略。経営者や従業員が、自己資金は少なくても買収をしようとする企業の資産や将来の

キャッシュフローを担保として投資ファンド等からの出資や金融機関からの借入れ等を行うことによって、自社の株式や一事

業部門を買収し、会社から独立する手法のこと。 

  

(6）エクイティファイナンス・・・新株発行、転換社債型新株予約権付社債の発行等のように、株主資本の増加をもたらす資金調

達のこと。発行会社から見ると、原則として返済期限のない資金調達であり、財務体質を強固にする効果がある。 

  

(7）カーブアウト・・・企業の中の特定の事業を切り出して独立させる際、当該事業をいったん独立子会社とした上で、その保有

株式を市場に放出したり新株式を発行して自らの持株割合を希薄化させていく方法をとること。 

  

(8）グリーンメーラー・・・ターゲットにした企業もしくは関連企業等に高値で買い取らせることを目的に、当該企業の株式を買

い集める敵対的買収者。グリーンメールの由来は、ドル紙幣の緑色とブラックメール（脅迫状）を連想させたもの。 

  

(9）クロージング・・・買収契約書の実行のこと。買い手から売り手に対して買収対価が支払われ、売り手は買い手に対し買収対

象を引き渡す。 

  

(10）クロスボーダーＭ＆Ａ・・・国境を越えて行われる企業のＭ＆Ａのこと。国内企業同士で行われるＭ＆Ａに比べて、地理的な

距離の問題や、法律や文化、商慣行の相違のためにより難しい案件が多い。 

  

(11）スピンオフ・・・企業の中の特定の事業を切り出して独立させる際、当該事業をいったん独立子会社とした上で、当該事業子

会社の株式を親会社の株主に対して親会社の株式と交換する方法をとること。 

  

(12）デューデリジェンス・・・適正評価手続き。投資家が投資を行う際、もしくは金融機関が引受業務を行う際に、投資対象のリ

スク・リターンを適正に把握するために事前に実施する一連の調査のこと。 

  

(13）パーチェス会計・・・合併などの企業結合時の会計処理手法の一つで、被結合会社の資産と負債を公正価値で評価し、資本と

の差額をのれんとして計上する手法のこと。企業統合による包括継承を事業の一括購入とみなす考え方に基づいた会計処理手

法である。 

  

 



(14）ポイズンピル・・・既存株主にあらかじめ新株予約権等を付与しておき、敵対的買収が起こった際に、それを行使することに

より買収者の持株比率を低下させたり、買収コストを増加させることで買収を困難にすることを目的とする防衛策の一つ。 

  

(15）ホワイトナイト・・・敵対的買収を仕掛けられた対象会社を買収者に対抗して友好的に買収または合併する会社のこと。白馬

の騎士になぞらえてこのように呼ばれる。対象会社が、敵対的買収の際に自ら新たな買収者を選択することで敵対的買収者か

ら身を守ることを目的とする。 

  

(16）メザニン投資・・・メザニンとは「中２階」の意味であり、通常融資と普通株の中間に位置する劣後債や優先株等へのミドル

リスク・ミドルリターンの投資のこと。米国では1980年代からＭ＆Ａの場面で積極的に活用されてきた。 

  

(17）リーマン方式・・・Ｍ＆Ａアドバイザリー成功報酬のガイドライン。買収金額に応じて所定のレートを乗じて報酬金額を決定

する。買収価格が大きくなればなるほどレートは低くなるように設定されている。 

  

(18）会社分割・・・会社の事業を構成する権利義務を他の会社に包括的に承継することにより、会社を分割させる制度。この制度

により、事業譲渡を利用するのに比べて簡単に営業を移転することができる。 

  

(19）株式交換・・・ある株式会社が、対象会社を子会社にするための企業再編手法のひとつ。具体的には、子会社となる会社の株

主に対して、その保有している株式を親会社となる会社の株式に交換すること。 

  

(20）企業価値・・・企業の価値の総額で、事業価値の総和に非事業用資産の価値を加えたもの。事業価値とは、会社が行っている

事業の価値の総和であり、非事業用資産とは、当該事業には供していない資産であり、売却処分しても事業価値に影響を与え

ない資産のこと。 

  

(21）基本合意書・・・企業の合併や買収に際し、買い手と売り手が買収に関する基本合意に達した後、その合意内容を確認するた

めの確認書。通常は法的拘束力のない書面であり、基本的合意事項に対する確認を行う。 

  

(22）公開買付（ＴＯＢ）・・・不特定かつ多数の人に対して、公告により会社の経営権の取得等を目的として、株券等の買付けの

申込みまたは売付けの申込みの勧誘を行い、取引所有価証券市場外で株券等の買付けを行うこと。 

  

(23）三角合併・・・会社を合併する際、消滅会社の株主に対して、存続会社の株式ではなく親会社の株式を交付して行う合併のこ

と。会社法では、消滅会社の株式の対価について存続会社の株式ではなく、現金その他の財産（親会社株式や外国会社の株式

も含む）を用いてもよいことが明確化された。 

  

(24）産業活力再生特別措置法・・・日本経済の生産性の伸び率が低下している状況を鑑み、低生産部門から高生産部門へ経営資源

を円滑にシフトさせ、経営資源の効率的な活用を促すことを目的として、平成11年10月１日に施行された法律。企業が不採算

部門からの撤退など事業再構築計画を所管官庁に提出して認定を受ければ、国の支援や税制上の優遇措置を受けることができ

る。 

  

(25）事業譲渡・・・会社の事業の全部または一部を他の会社に譲渡すること。ここで「事業」とは、一定の目的のため組織化さ

れ、有機的一体として機能する財産・債務を指す。株式取得と異なり、譲渡する事業の内容について、会社間で自由に決定す

ることができるため、事業の一部だけを譲渡することが可能となる。 

  

(26）第三者割当増資・・・株主であるか否かを問わず、特定の第三者に新株を引き受けさせる増資のこと。通常、取引先、取引金

融機関、自社の役職員などの縁故者を引受先とすることが多く、縁故募集ともいう。 

  

 



(27）敵対的買収・・・買収者が、買収対象会社の取締役会の同意を得ないで買収を仕掛けること。買収者は、対象会社の経営権を

支配できる議決権を取得するために、発行済株式総数の過半数、もしくは株主総会の特別決議を拒否できる３分の１超の取得

を目指すことが多い。 

  

(28）投資事業組合・・・投資家から資金を募り、出資を行うことを目的とした組合のこと。組合の組成方法としては、民法上の任

意組合や投資事業有限責任組合法（通称ファンド法）の投資事業有限責任組合等が活用されてきた。 

  

(29）買収契約書・・・買収価格及び買収条件に関する交渉の結果合意した条件を明文化した契約書。基本合意書の調印後に買い手

側がデューデリジェンスを実施し、そこで判明した事項を基礎に条件交渉が行われる。 

  

(30）秘密保持契約書・・・機密情報に触れる可能性のある者に対し、入手した情報を特定の目的以外に利用したり、第三者に漏洩

したりしないことを約する契約書のこと。例えば、投資を予定している者がデューデリジェンスを行う際に、公表されていな

い企業情報などに触れることがあるため、それをデューデリジェンスの目的以外に用いないことを約するケースなどがある。 

  

(31）優先株・・・種類株の一種で、他の株式に比べて優先的取扱いを受ける株式のこと。多くの場合、配当や会社清算時の残余財

産を普通株に優先して受ける権利を有する一方、議決権に一定の制限が付された株式のことをいう。 

  

  



４【関係会社の状況】 

 （注）１．議決権の所有割合の（ ）内は、間接保有割合で内数であります。 

２．持分は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としたものであります。 

  

  

名称 住所
資本金 

（百万円）
主要な事業の内容

議決権の所有割
合（％） 

関係内容 

（連結子会社）   

株式会社メザニン 
東京都 
千代田区 

15 
メザニン
ファンド事業 

100.0
役員の兼任・・・有
営業上の取引 

株式会社デューデリジ
ェンス 

東京都 
千代田区 

50 
デューデリジェン
ス事業 

100.0
役員の兼任・・・有
営業上の取引 

MCo1号投資事業有限責
任組合（注）１、２ 

東京都 
千代田区 

827 
メザニンファンド
事業 

1.0
(1.0) 

㈱メザニンの運営フ
ァンド 

MCo2号投資事業有限責
任組合（注）１、２ 

東京都 
千代田区 

26 
メザニンファンド
事業 

1.0
(1.0) 

㈱メザニンの運営フ
ァンド 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であります。 

２．全社（共通）として記載されている従業員は、当社のＣＦＯ室及びサポートチームに所属しているものであります。 

３．従業員数が当連結会計年度中において、21名増加しましたのは、主として業容拡大に伴う期中採用によるものでありま

す。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であります。（出向者を除く） 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３．従業員数が当期中において、７名増加しましたのは、主として業容拡大に伴う期中採用によるものであります。 

  

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  

  平成19年２月28日現在

事業部門の名称 従業員数（人）

Ｍ＆Ａアドバイザリー事業 31 

メザニンファンド事業 14 

全社（共通） 11 

計 56 

    平成19年２月28日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

42 34.1 1.1 14,028 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度の国内経済は、原油価格の高騰やゼロ金利政策解除等の懸念材料があったものの、企業収益の向上を背景に

設備投資も旺盛で、景気は引き続き拡大基調で推移しました。一方、我が国におけるＭ＆Ａは企業成長のための戦略として完

全に定着し、日本経済が回復から拡大基調へ向かう中、Ｍ＆Ａは企業価値を高めるための手法としてさらなる広がりを見せて

おります。 

当連結会計年度の当社グループの業績は、主要事業であるＭ＆Ａアドバイザリー事業において前連結会計年度に続き、顧客

数及び案件数も増加し、更に一案件で10億円以上のメガ案件の成約により引き続き業績を伸ばすことができました。なかで

も、阪急ホールディングス株式会社と阪神電気鉄道株式会社の統合（阪急ホールディングス株式会社へのアドバイザリー）の

案件を成約したことは、前連結会計年度における株式会社ワールドの非公開化に続き２件目のメガ案件となり、大手投資銀行

と匹敵するＭ＆Ａアドバイザリーファームとしての地位を確固たるものといたしました。 

有料会員組織である「ＧＣＡクラブ」（平成17年11月発足）におきましては、当連結会計年度末現在の会員数は56社となり

ました。当クラブの会員料が当社の業績に与える影響は軽微でありますが、会員企業の中からの個別アドバイザリー案件の持

ち込みが増加してきております。 

以上のような活動により、当連結会計年度の業績は、売上高4,517百万円（前連結会計年度比2.5％増）、営業利益2,252百万円

（前連結会計年度比22.6％減）、経常利益2,146百万円（前連結会計年度比25.9％減）、当期純利益1,427百万円（前連結会計

年度比16.7％減）となりました。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物は9,133百万円（前連結会計年度比6,238百万円の増加）となりました。各

キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において営業活動の結果使用した資金は79百万円（前連結会計年度は2,960百万円の収入）となりました。こ

れは主に、税金等調整前当期純利益1,998百万円を計上したものの、法人税等の支払額1,910百万円があったことによるもので

あります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は392百万円（前連結会計年度は279百万円の支出）となりました。こ

れは主に、本社移転に伴う固定資産の取得による支出が257百万円、敷金保証金の差入による支出が251百万円あったことによ

るものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において財務活動の結果得られた資金は6,710百万円（前連結会計年度は44百万円の収入）となりました。こ

れは主に、東京証券取引所マザーズ市場に株式上場したことによる新株発行による収入6,364百万円があったことに加え、メザ

ニンファンドの投資家からの出資受入845百万円があったことによるものであります。 

  

 



２【販売の状況】 

(1）販売実績 

 前連結会計年度及び当連結会計年度の販売実績を内容別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２．前連結会計年度及び当連結会計年度の主要な販売先及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりでありま

す。 

前連結会計年度（自平成17年３月１日 至平成18年２月28日） 

  

当連結会計年度（自平成18年３月１日 至平成19年２月28日） 

  

３【対処すべき課題】 

 「For Client's Best Interest」が当社の経営理念です。 

この経営理念を実現するための中長期的な会社の経営戦略及び会社の対処すべき課題として下記を考えております。 

  

(1）品質の向上 

 独立系Ｍ＆Ａアドバイザリーファームとして「クライアントの最善利益を追求する」ためには、当社が提供するサービスは

絶えず最高の品質であるべきと考えております。最新の法規制や会計制度を熟知した上で、専門的な知識や経験とノウハウを

もとにした最高品質のＭ＆Ａアドバイザリーを行うことが当社にとって最も重要な課題です。そのために当社は、日常的なＯ

ＪＴ（オンザジョブトレーニング）に重点を置きながら、技術的な知識の向上、法規制や会計制度の共有やプロジェクトにお

けるベストプラクティスの共有を図るため、経験豊富なパートナー及びディレクターが中心となり社内セミナーを開催してお

ります。この社内セミナーには大学教授や会計・税務・法務等の専門家も外部講師として招聘しております。様々な手段を用

いて当社サービスの品質向上を図っております。 

  

(2）国際案件への対応 

 Ｍ＆Ａの国際案件（クロスボーダーＭ＆Ａ）に精通したメンバーがいることは当社の強みの一つであり、当連結会計年度も

いくつかのクロスボーダー案件を成約することができました。 

しかしながら、当社は独自の海外拠点を有しておらず、案件数の増加や大型化に鑑み、さらにクロスボーダー案件への対応

を強化する必要があります。 

強化策として次の施策を講じています。 

① 米国法人の設立 

ニューヨーク並びにサンフランシスコに活動拠点を置く米国法人を100％子会社として平成19年３月16日に設立いたしま

した。 

内容別 
前連結会計年度

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

Ｍ＆Ａアドバイザリー事業 

基礎報酬      （百万円） 1,027 1,473 

成功報酬      （百万円） 3,379 3,030 

デューデリジェンス事業（百万円） － 13 

    合計    （百万円） 4,407 4,517 

相手先 金額（百万円） 割合（％） 

㈱ハーバーホールディングスアルファ
（現㈱ワールド） 

2,003 45.5 

松下電器産業㈱ 524 11.9 

三共㈱（現第一三共㈱） 444 10.1 

相手先 金額（百万円） 割合（％） 

阪急ホールディングス㈱ 
（現阪急阪神ホールディングス㈱） 

1,509 33.4 

メルシャン㈱ 452 10.0 



パートナー・クラスを現地トップとして派遣し、また現地においてＭ＆Ａプロフェッショナルを随時採用していくこと

を予定しています。 

これにより、本社主導のクロスボーダー案件への共同作業が可能となり、クライアントへのサービスを一層向上させる

ことができます。 

また、現地主導の案件開拓も行えるものと考えております。 

② 海外のＭ＆Ａアドバイザリーファームとの協力関係の発展 

米国を中心とした独立系Ｍ＆Ａアドバイザリーファームとの協力関係を一層強化し、クロスボーダー案件への対応力を

強化してまいります。 

  

 



４【事業等のリスク】 

以下において、当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しております。ま

た、必ずしも事業上のリスクに該当しない事項についても、投資家の投資判断上、重要であると考えられる事項については、投

資家に対する情報開示の観点から積極的に開示しております。なお、当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した

上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針でありますが、本株式に関する投資判断は、以下の特別記載事項及び本

項以外の記載事項を慎重に検討した上で行われる必要があると考えられます。 

なお、文中の将来に関する事項は、平成19年５月24日現在において当社グループが判断したものであります。 

  

(1）当社の事業体制について 

①小規模組織であることについて 

 当社グループは、平成19年５月24日現在、取締役３名（うち社外取締役１名）、監査役３名（うち非常勤監査役２名）、

従業員68名と組織規模が小さく、内部管理体制や業務執行体制も当該組織規模に応じたものとなっております。現在、当社

は、より組織的な社内管理体制を整備・運用するように努めておりますが、適切かつ十分に組織的な対応ができるか否かは

不確実であり、当社グループの事業遂行及び拡大に影響を及ぼす可能性があります。また、当社グループは今後とも外部か

らの採用と従業員の人材育成に努め、内部管理体制及び業務執行体制の強化を図る所存でおりますが、急激な業務拡大が生

じた場合、十分な人的・組織的対応が取れない可能性があります。さらに、今後の人員増加に伴い、先行して一時的に固定

費負担が増加する場合も想定され、そうした場合、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

②創業メンバーへの依存について 

 当社の創業メンバーである佐山展生、渡辺章博、山本礼二郎並びに加藤裕康は、当社グループの経営方針及び事業戦略を

決定するとともに、ビジネスモデルの構築から事業化に至るまで極めて重要な役割を果たしております。 

このため、当社グループでは創業メンバーへの過度な依存を改善すべく、事業体制において全社的な組織の構築や人材の

育成に努めております。今後、これらの諸施策に取り組むことや当社グループの実績を積み上げることにより、創業メン

バーの知識や経験に過度に依存することなく、円滑に事業を遂行することが可能となると考えております。 

しかしながら、当面は創業メンバーへの依存度が高いままの状態で推移すると見込まれます。現時点で創業メンバーが退

任する予定はありませんが、創業メンバーが理由の如何に係わらず当社グループの業務を継続することが困難となった場合

には、当社グループの財政状態及び経営成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

  

③人材確保のリスクについて 

当社グループは、各事業・各部署の中核的な人材としてその分野の経験者を配属し、少数精鋭の専門家集団の人的資本に

より成り立っております。優秀な人材を確保・育成することは、今後、当社グループが事業を拡大する上で重要でありま

す。特に、Ｍ＆Ａアドバイザーとして経験豊富で専門性の高い人材は当社事業遂行上極めて重要であります。 

従いまして、必要とする人材を十分かつ適時に確保できなかった場合、もしくは重要なプロフェッショナルの流出が発生

した場合には、今後の事業展開も含めて事業拡大及び将来性に影響を与える可能性があります。 

また、人材の獲得が順調に行なわれた場合でも、人件費、設備コスト等固定費が増加する事が想定され、その場合、当社

グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

 



(2）当社の業績について 

①社歴が浅いことについて 

 当社は、平成16年４月に設立され社歴が浅く、未だ経験していないトラブルが起こる可能性があります。また、当社グ

ループを取り巻く外部環境やクライアントの動向等に影響を受ける懸念もあります。 

そのため、当社グループの計画が予定どおりに進行しない可能性もあり、当社グループの過去の実績傾向がそのまま将来

の業績を示すものではありません。 

  

②業績の推移及び大型案件の計上について 

当社の業績は、設立第１期より黒字を計上いたしました。また、第２期以降においては人材獲得が順調に進んだことで、

より多くの案件を手掛けられるようになったことに加え、下表のとおり一案件で10億円を超えるメガ案件成立による成功報

酬が計上された要因も重なり引き続き増収となりました。 

  

当社では今後も継続的に業績の拡大に努める所存ですが、第２期に計上したメガ案件が第３期に計上したメガ案件よりも

大きかったことから、第３期の当期純利益は第２期を下回っておりますが、メガ案件を除く売上は第２期は2,403百万円に対

し、第３期は3,003百万円と着実に増加しております。 

 （注）売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  

③販売先の構成について 

当社は、「For Client's Best Interest」と言う経営理念を忠実に履行するため提供するサービスの品質を重視している

ことから、当社のクライアント（販売先）数は、第２期で55社、第３期で94社となっております。また当社の収益の大半

は、個別のＭ＆Ａ案件毎に締結される業務委託契約によるものであり、長期にわたるリテイナー契約によるものではありま

せん。よって、当社の収益性は長期にわたり確保されたものではありません。しかしながら、当社のクライアントはグロー

バルにビジネス展開を行っている大手企業が中心となっており、ビジネスは多岐にわたっております。また、有料会員組織

であるＧＣＡクラブの拡大をはかっていることにより、クライアント数は今後拡大してくるものと予想しております。 

しかしながら、上記予想に反した場合には販売先の拡大を図ることができず、当社の収益性が低下するリスクを内在して

おります。 

  

④成功報酬への依存度について 

 当社の主要事業であるＭ＆Ａアドバイザリー事業の売上高のうち、第３期の実績では、概ね67％が成功報酬となっており

ます。成功報酬は案件が成約した場合にだけ受け取ることができる報酬であります。よって、当社が取組むＭ＆Ａ案件が成

約しなかった場合、当社の収益は減少することになります。当社は業務委託契約締結による着手金や作業時間に応じて請求

する作業報酬並びにリテイナー契約に基づくリテイナー報酬など基礎報酬により会社経営に必要な固定費を概ねカバーでき

る体質となっておりますが、当社の収益性は成功報酬の多寡に大きく依存し、事業分野の多角化された大手金融機関に比較

し、そのボラティリティは大きなものとなっております。 

  

(3）経営環境について 

①Ｍ＆Ａ市場のボラティリティについて 

 当社の主要事業であるＭ＆Ａアドバイザリー事業は、日本企業の収益力回復と共に、更なる事業拡大並びに企業価値向上

回次 第２期 第３期 

決算年月 平成18年２月 平成19年２月 

（単体）  金額（百万円） 百分比(%) 金額（百万円）  百分比(%)

売上高 4,407 100.0 4,512 100.0

  メガ案件   2,003 45.5 1,509   33.4

   a) 基礎報酬      ― ― 195    4.3

   b) 成功報酬     2,003 45.5 1,313    29.1

  その他   2,403 54.5 3,003   66.6

   a) 基礎報酬      1,027 23.3 1,286    28.5

   b) 成功報酬     1,375 31.2 1,717    38.1

営業利益 2,909 66.0 2,606 57.7

経常利益 2,897 65.8 2,499 55.4

当期純利益 1,714 38.9 1,357 30.1



を実現する手法として今後数年間は拡大し続けるものと思われます。また、その市場は国内案件に止まらずクロスボーダー

案件においても増加してくるものと予想しております。よって、当社の事業基盤であるＭ＆Ａ市場が縮小するリスクは小さ

いものと考えております。しかしながら、Ｍ＆Ａ市場はその先進国である米国の例を見れば明らかなように、景気動向並び

に金融情勢に大きく左右され、常にブームとその後の反動での市場の縮小といった歴史を繰り返しております。今後数年間

は当社の事業基盤であるＭ＆Ａ市場が縮小する可能性は低いと考えておりますが、当社の予想に反して市場の縮小という事

態が生じた場合には事業拡大を図ることができず、当社の収益性が低下するリスクを内在しております。 

  

②会社法施行について 

 会社法施行に伴い平成19年５月から対価の柔軟化による三角合併、株式以外を対価とした合併が可能になる等、Ｍ＆Ａを

後押しする環境が整いつつあります。これにより当社の主たる業務であるＭ＆Ａアドバイザリーと関連事業においてそのビ

ジネス機会が増大し、当社グループの経営成績その他に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

  

③法的規制の可能性について 

 現時点では、当社グループの事業を制限する直接的な法的規制は存在しないと考えております。今後、当社グループの事

業を直接的もしくは間接的に制限する法的規制がなされた場合には、当社グループの事業展開は制約を受け、当社グループ

の経営成績その他に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

  

(4）今後の事業展開について 

①メザニンファンドについて 

 当社の100％子会社である㈱メザニンは、ＭＢＯ等の様々なＭ＆Ａ案件においてメザニン投資を行うファンドとして、平成

18年５月より複数の機関投資家との間で投資事業有限責任組合契約を締結し、日本初の本格的な独立系メザニンファンドを

設立（出資約束金総額は687億円）いたしました。これに伴い、当社から同社へ従業員14名（うち３名はＣＦＯ室）を出向さ

せ、今後第２の収益の柱とすべく力を入れてまいります。同社は日本におけるメザニンファイナンス市場の飛躍的拡大に大

きく貢献するものと期待しておりますが、ファンドからの投資が進まなかった場合、当社グループの経営成績その他に影響

を及ぼす可能性があります。 

  

②利益相反が生じた場合の影響について 

 ㈱メザニンは、Ｍ＆Ａ案件に係る資金調達においてメザニン投資を行う投資事業組合の運営・管理をしております。当社

は、独立系Ｍ＆Ａファームとして高度に専門化されたＭ＆Ａアドバイザリー業務とメザニン投資資金提供者としての業務が

相乗効果を発揮し、当社グループの業績拡大に多大な貢献をするにとどまらず、クライアントにとっても効率性を高め非常

に価値の高いものになると考えております。しかしながら、グループ内に資金提供機能を保有することから、アドバイザー

としての当社が案件成立に対する有利な立場を利用してクライアントの利益よりも当社又は㈱メザニンが運営するファンド

に有利なスキームを構築することなどを杞憂し、クライアントがスキームの中立性を確保するために当社以外のアドバイ

ザーを起用する可能性があります。かかる場合、当社が相乗効果を生むと考えている２つの事業が利益相反となり、Ｍ＆Ａ

アドバイザーとしてのビジネス機会を喪失することが考えられます。 

  

(5）情報漏洩に関するリスクについて 

 当社グループの事業にとって、企業情報並びに個人情報の管理は非常に重要であります。当社が保有する情報へのアクセ

ス許可者の制限、外部侵入防止のためのセキュリティシステムの採用等情報管理体制の強化により、漏洩防止策を図ってお

ります。 

しかしながら、何らかの原因により顧客情報が流出した場合、当社グループは信用を失うこととなり、当社グループの経

営成績その他に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

  

(6）インサイダー取引について 

当社グループは役職員による株式取引など、個別企業の業績動向に係る資金運用取引を一切禁止しております。 

しかしながら、大手金融機関においてもルール違反によるインサイダー取引が稀に発生し、大きな問題となっておりま

す。万が一、当社において同様の問題が発生した場合、独立系Ｍ＆Ａアドバイザリーファームとして築き上げたクライアン

トとの信頼関係に甚大なダメージが発生いたします。また、当社はＭ＆Ａアドバイザリー事業と関連事業に特化しているた

め、かかる問題が生じた場合、当社の経営に与える影響度は多角化された大手金融機関と比較し一層大きなものとなる可能

性があります 

  

(7）ストックオプションの行使による株式の希薄化について 

  当社グループは、株主価値の向上を意識した経営の推進を図るとともに、当社グループの業績向上に対する役職員の士気



を一層高めること等を目的として、ストックオプション（新株予約権）を付与しております。これは、旧商法の規定に基づ

き、対象となる役職員に対し、特に有利な条件をもって新株予約権を発行するものとして、株主総会において決議されたも

のであります。これらの新株予約権が行使された場合は、当社の１株当たりの株式価値は希薄化し、株価形成に影響を与え

る可能性があります。当社は、上記目的のもとに今後も役職員に対して新株予約権の付与を行うことを検討しております

が、当該新株予約権の付与は、株式価値の希薄化を招く可能性があります。 

  

  



５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

  

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

  

 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）重要な会計方針及び見積もり 

 当社グループの財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。この

財務諸表の作成にあたっては、経営者により一定の会計基準の範囲内で見積もりが行われている部分があり、資産・負債や収

益・費用の数値に反映されております。これらの見積もりについては、継続して評価し、必要に応じて見直しを行っておりま

すが、見積もりに不確実性が伴うため、実際の結果は、これらとは異なることがあります。 

  

(2）財政状態の分析 

①資産の部 

 当連結会計年度末の総資産は10,265百万円（前連結会計年度比6,722百万円の増加）であります。主な流動資産は、現金及

び預金9,133百万円、売掛金455百万円であり、流動資産比率は94.6％であります。主な固定資産は、建物及び構築物161百万

円であり、固定資産比率は5.4％であります。 

②負債の部 

 当連結会計年度末の総負債は765百万円（前連結会計年度比767百万円の減少）であります。主な流動負債は、未払法人税

等393百万円であり、負債比率は7.5％であります。 

③純資産の部 

 当連結会計年度末の純資産は9,499百万円であり、自己資本比率は88.9％であります。 

  

(3）経営成績の分析 

①売上高 

 当連結会計年度の売上高は4,517百万円（前連結会計年度比2.5％の増加）となりました。内訳は、業務委託契約締結によ

る着手金や作業時間に応じて請求する作業報酬、並びに個別案件によらないリテイナー契約に基づくリテイナー報酬等によ

る基礎報酬が1,473百万円、案件の成立等による成功報酬が3,030百万円、デューデリジェンスに関する売上高が13百万円と

なっております。 

②営業利益 

 売上原価1,521百万円（前連結会計年度比40.7％の増加）、販売費及び一般管理費744百万円（前連結会計年度比78.5％の

増加）を計上した結果、当連結会計年度の営業利益は2,252百万円（前連結会計年度比22.6％の減少）となりました。売上原

価の主なものはクライアントサービスチームの人件費であり、販売管理費の主なものは地代家賃であります。 

③営業外損益 

 営業外収益は10百万円、営業外費用は116百万円となりました。営業費用の主なものは公開関連費用89百万円であります。

④経常利益 

 当連結会計年度の経常利益は2,146百万円（前連結会計年度比25.9％の減少）となりました。 

⑤特別損益 

 特別損失は147百万円となりました。これは事務所移転に伴う固定資産除売却損112百万円及び本社移転費用35百万円によ

るものであります。 

⑥当期純利益 

 以上の結果、当連結会計年度の当期純利益は1,427百万円（前連結会計年度比16.7％の減少）となりました。１株当たり当

期純利益は8,534円36銭となりました。 

  

(4）流動性及び資金の源泉 

 「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (2）キャッシュ・フロー」に記載のとおりであります。 

  

  



第３【設備の状況】 
  

１【設備投資等の概要】 

 特記すべき事項はありません。 

  

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。 

(1）提出会社 

 （注）１．帳簿価額の金額には、消費税等を含めておりません。 

２．帳簿価額のうち「その他」は、器具備品であります。 

３．提出会社の本社事務所は賃借しております。 

  

(2）国内子会社 

 該当事項はありません。 

  

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設 

 該当事項はありません。 

  

(2）重要な改修 

 該当事項はありません。 

  

  

      平成19年２月28日現在

事業所名 
（所在地） 

事業部門の名
称 

設備の内容 

帳簿価額
従業員数 
（人） 建物及び構築

物（百万円） 
その他

（百万円） 
合計

（百万円） 

本社 
（東京都千代田区） 

Ｍ＆Ａアドバ
イザリー事業 

本社設備 161 106 267 42



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 620,000 

計 620,000 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成19年２月28日） 

提出日現在発行数（株）
（平成19年５月24日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 184,920 184,920
東京証券取引所
（マザーズ） 

－ 

計 184,920 184,920 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成17年11月21日臨時株主総会決議 

 （注）１．発行日後、次の(ⅰ)又は(ⅱ)の事由が生ずる場合、行使価額は、それぞれ次に定める算式（以下「行使価額調整式」と

いう。）により、調整されるものとし、調整により生ずる１円未満の端数はこれを切り上げる。 

(ⅰ）当社普通株式につき株式分割又は株式併合が行われる場合。 

(ⅱ）当社が時価（ただし、当社の株式の公開前においては、その時点における調整前行使価額を時価とみなす。）を下回

る価額で当社普通株式につき、新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合（ただし、新株予約権の行使の場合を除

く。）。 

２．退職により権利を喪失した従業員の新株予約権の個数は除外しております。 

３．平成18年５月８日付をもって普通株式１株を10株に分割しております。 

４．新株予約権の行使の条件 

(1）当社普通株式にかかる株券が、いずれかの証券取引所に上場された場合（「株式の公開」という。）に限り、新株予

約権を行使することができるものとする。 

(2）各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

(3）その他の細目については当社と新株予約権割当対象者との間で締結した「新株予約権割当契約書」に定められており

ます。 

  

 

  
事業年度末現在

（平成19年２月28日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年４月30日） 

新株予約権の数（個） 433（注）２  同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 4,330（注）２，３  同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）１ 1,900（注）３    同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年12月１日
至 平成27年10月31日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   1,900
資本組入額    950 

（注）３ 
 同左 

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するに
は、当社取締役会の承認
を要する。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

  
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 

１ 

  分割・併合の比率

          
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

  
調整後行使価額 ＝ 

調整前 
行使価額 

× 
時価 

  既発行株式数＋新規発行株式数 



② 平成18年２月28日臨時株主総会決議 

 （注）１．発行日後、次の(ⅰ)又は(ⅱ)の事由が生ずる場合、行使価額は、それぞれ次に定める算式（以下「行使価額調整式」と

いう。）により、調整されるものとし、調整により生ずる１円未満の端数はこれを切り上げる。 

(ⅰ）当社普通株式につき株式分割又は株式併合が行われる場合。 

(ⅱ）当社が時価（ただし、当社の株式の公開前においては、その時点における調整前行使価額を時価とみなす。）を下回

る価額で当社普通株式につき、新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合（ただし、新株予約権の行使の場合を除

く。）。 

２．内定辞退により、権利を喪失した内定者の新株予約権の個数は除外しております。 

３．平成18年５月８日付をもって普通株式１株を10株に分割しております。 

４．新株予約権の行使の条件 

(1）当社普通株式にかかる株券が、いずれかの証券取引所に上場された場合（「株式の公開」という。）に限り、新株予

約権を行使することができるものとする。 

(2）各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

(3）その他の細目については当社と新株予約権割当対象者との間で締結した「新株予約権割当契約書」に定められており

ます。 

  

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

  
事業年度末現在

（平成19年２月28日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年４月30日） 

新株予約権の数（個） 1,116（注）２  同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 11,160（注）２，３  同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）１ 1,900（注）３    同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年３月１日
至 平成28年１月31日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   1,900
資本組入額    950 

（注）３ 
 同左 

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するに
は、当社取締役会の承認
を要する。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

  
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 

１ 

  分割・併合の比率

          
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

  
調整後行使価額 ＝ 

調整前 
行使価額 

× 
時価 

  既発行株式数＋新規発行株式数 



(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．会社設立     1,000株 

発行価格    10,000円 

資本組入額   10,000円 

発起人   渡辺章博 

２．有償株主割当増資 7,000株 

発行価格    10,000円 

資本組入額    5,000円 

割当先   渡辺章博、佐山展生、山本礼二郎、加藤裕康 

３．有償第三者割当増資 7,500株 

発行価格    19,000円 

資本組入額    9,500円 

割当先   渡辺章博、佐山展生、山本礼二郎、加藤裕康、他５名 

４．有償第三者割当増資 52株 

発行価格    19,000円 

資本組入額    9,500円 

割当先   ＧＣＡ従業員持株会 

５．株式分割（１：10）によるものであります。 

６．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行価格    217,375円 

資本組入額   108,688円 

払込金総額    5,217百万円 

７．有償第三者割当増資（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資） 

割当先     日興シティグループ証券株式会社 

発行価格    217,375円 

資本組入額   108,688円 

払込金総額    1,173百万円 

  

 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成16年４月１日 
（注）１ 

1,000 1,000 10 10 － －

平成17年２月18日 
（注）２ 

7,000 8,000 35 45 35 35

平成17年９月30日 
（注）３ 

7,500 15,500 71 116 71 106

平成17年12月６日 
（注）４ 

52 15,552 0 116 0 106

平成18年５月８日 
（注）５ 

139,968 155,520 － 116 － 106

平成18年10月５日 
（注）６ 

24,000 179,520 2,608 2,725 2,608 2,715

平成18年10月５日 
（注）７ 

5,400 184,920 586 3,312 586 3,302



(5）【所有者別状況】 

  

(6）【大株主の状況】 

 （注） 上記野村信託銀行株式会社の所有株式数4,000株は、信託業務に係る株式数であります。 

  

(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 

      平成19年２月28日現在

区分 

株式の状況
単元未満株
式の状況 

（株） 政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － 11 39 121 32 2 8,499 8,704 － 

所有株式数
（株） 

－ 11,604 2,963 842 4,148 3 165,360 184,920 － 

所有株式数の
割合（％） 

－ 6.3 1.6 0.5 2.2 0.0 89.4 100.0 － 

    平成19年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

渡辺 章博 東京都世田谷区 37,356 20.2 

佐山 展生 東京都世田谷区 37,356 20.2 

山本 礼二郎 神奈川県鎌倉市 31,888 17.2 

加藤 裕康 東京都世田谷区 16,400 8.9 

益戸 宣彦 東京都世田谷区 4,000 2.2 

林 啓之 東京都杉並区 4,000 2.2 

福谷 尚久 東京都文京区 4,000 2.2 

高橋 元 東京都東久留米市 4,000 2.2 

野村信託銀行株式会社 
（信託口）  

東京都千代田区大手町２丁目２番２号 4,000 2.2 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号 3,202 1.7 

計 － 146,202 79.1 

  平成19年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 184,920 184,920 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 184,920 － － 

総株主の議決権 － 184,920 － 



②【自己株式等】 

  

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法の規定に基づき新株予約権を発行する方法に

よるものであります。 

 当該制度の内容は、以下のとおりであります。 

  

（平成17年11月21日臨時株主総会決議） 

 （注） 従業員25名は、退職者１名を除いた人数であります。 

  

（平成18年２月28日臨時株主総会決議） 

 （注） 当社役員（監査役を含む）及び従業員等44名は、内定辞退者１名を除いた人数であります。 

  

  

  

    平成19年２月28日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

決議年月日 平成17年11月21日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社従業員25名（注）

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

決議年月日 平成18年２月28日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社役員（監査役を含む）及び従業員等44名（注） 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 該当事項はありません。 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 該当事項はありません。 

  

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 該当事項はありません。 

  

３【配当政策】 

 利益配分につきましては、経営基盤の強化と、拡大する事業機会を迅速かつ確実に捉えるために十分な内部留保金を維持する

ことを考慮しつつ、クライアントに株主重視を推奨する独立系Ｍ＆Ａアドバイザリーファームとして株主への利益還元を重視し

ております。 

 配当につきましては、期末発行済株式数による１株当たり当期純利益（連結）の30%を配当の基準としております。 

 当社は、「取締役会の決議により、毎年８月31日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めておりま

す。 

 内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、さらには、グローバル戦略の展開を図るために

有効投資してまいりたいと考えております。 

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

  

 

決議年月日 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

平成19年５月23日 
定時株主総会決議 

429 2,320



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

なお、平成18年10月６日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当事項はあ

りません。 

２．当社は平成16年４月１日に設立したため、初年度である平成17年２月期より記載しております。また、第１期について

は、平成16年４月１日から平成17年２月28日までの11ヶ月決算となっております。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

なお、平成18年10月６日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当事項はあり

ません。 

  

回次 第１期 第２期 第３期

決算年月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月

最高（円） － － 1,080,000

最低（円） － － 224,000

月別 平成18年９月 10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 

最高（円） － 486,000 602,000 977,000 1,080,000 919,000 

最低（円） － 224,000 419,000 599,000 837,000 648,000 



５【役員の状況】 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

代表取締役 
（注）１ 

パートナー 渡辺 章博 昭和34年２月18日生

昭和55年10月 平和監査法人入所 

昭和57年５月 Peat Marwick Mitchell & 

Co.（現KPMG LLP）ニュー

ヨーク事務所入所 

平成２年７月 同所パートナー就任 

平成６年７月 KPMGコーポレイトファイナ

ンス㈱ 代表取締役就任 

平成15年４月 グローバルコーポレイトア

ドバイザリー設立 代表取

締役就任 

平成16年４月 当社設立 代表取締役パー

トナー就任（現任） 

平成17年10月 ㈱メザニン設立 取締役就

任（現任） 

平成18年12月 ㈱デューデリジェンス設立

代表取締役就任（現任） 

（注）５ 37,356

代表取締役 
（注）１ 

パートナー 佐山 展生 昭和28年12月３日生

昭和51年４月 帝人㈱入社 

昭和62年７月 ㈱三井銀行（現㈱三井住友

銀行）入行 

平成11年１月 ユニゾン・キャピタル㈱ 

代表取締役就任 

平成16年４月 一橋大学大学院国際企業戦

略研究科 助教授就任 

平成16年４月 当社設立 代表取締役パー

トナー就任（現任） 

平成17年４月 一橋大学大学院国際企業戦

略研究科 教授就任（現

任） 

平成17年10月 ㈱メザニン設立 代表取締

役就任（現任） 

（注）５ 37,356

取締役 
（注）２ 

  米 正剛 昭和29年７月８日生

昭和56年４月 弁護士登録 

昭和62年７月 森綜合法律事務所（現森・

濱田松本法律事務所）入所 

平成元年１月 同事務所パートナー就任

（現任） 

平成16年４月 当社監査役就任 

平成17年９月 ㈱バンダイナムコホールデ

ィングス 取締役就任

（現任） 

平成17年９月 当社取締役就任（現任） 

（注）５ （注）４



 （注）１．代表取締役２名の役割分担に関しましては、社内管理業務及び内部統制については渡辺章博が最高責任者となってお

り、佐山展生は新規大型案件の発掘など営業活動に注力しております。 

２．取締役米正剛は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

３．監査役須藤修及び露木正人は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

４．取締役米正剛は、当社株式4,000株を野村信託銀行株式会社に信託しており、同社の名義で株主名簿に記載されておりま

す。 

５．平成19年５月23日開催の定時株主総会の終結の時から１年 

６．平成18年５月30日開催の定時株主総会の終結の時から４年 

７．平成19年５月23日開催の定時株主総会の終結の時から４年 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

常勤監査役   井上 修 昭和９年５月22日生

昭和32年４月 富士写真フイルム㈱入社 

平成元年１月 同社取締役就任 

平成９年６月 同社専務取締役就任 

平成10年６月 同社代表取締役専務就任 

平成12年６月 同社顧問就任 

平成17年９月 当社常勤監査役就任（現

任） 

平成18年１月 ㈱メザニン監査役就任（現

任） 

（注）６ －

監査役 
（注）３ 

  須藤 修 昭和27年１月24日生

昭和55年４月 弁護士登録 東京八重洲法

律事務所（現あさひ・狛法

律事務所）入所 

平成11年６月 須藤・高井法律事務所設立

パートナー就任（現任） 

平成17年９月 ㈱バンダイナムコホールデ

ィングス 監査役就任（現

任） 

平成18年２月 当社監査役就任（現任） 

（注）６ －

監査役 
（注）３ 

  露木 正人 昭和38年12月２日生

平成元年１月 港監査法人（現あずさ監査

法人）入所 

平成６年９月 KPMG Hanadi Sudjendro & 

Rekan 出向 

平成９年10月 ピートマーウィック㈱（現

KPMG税理士法人）入社 

平成11年10月 露木公認会計士事務所所長

（現任） 

平成19年５月 当社監査役就任（現任） 

（注）７ －

        計   74,712



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 当社は、「For Client's Best Interest」という経営理念の具現化をコーポレート・ガバナンス体制確立の骨格と考えており

ます。すなわち、クライアントの利益最大化に貢献することが、当社企業価値の最大化に繋がるものと考えております。そのた

めに、経営の透明性を高め、公正性、独立性を確保することを通じて、企業価値の持続的な向上を図ることをコーポレート・ガ

バナンスの基本方針としております。 

  

(1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

① 会社の機関の内容 

ａ．取締役会 

 取締役会は３名の取締役（うち社外取締役１名）で構成されております。各取締役の役割分担・責任を明確にしたうえ

で、効率的な監督体制を整えております。定時取締役会は、月１回開催しており、監査役も出席しております。なお、重

要案件が生じた場合には、随時臨時取締役会を開催しております。 

  

ｂ．パートナー制度 

 当社は、株式会社として取締役による監督体制を整えると共に、プロフェッショナル・ファームとしての特性を活かす

ためパートナー制度を採用しております。パートナーとは、当社グループの事業に関し豊富な経験と高度なスキルを有し

ている者であり、当社経営理念の具現化に強くコミットできる者であります。クライアントの依頼に基づきＭ＆Ａアドバ

イザリー業務等を行う現場においては、様々な状況に的確に対応し、クライアントの利益最大化を図る対応策を瞬時に提

示することが必要です。当社がクライアントから業務委託を受ける個別案件全てに、担当パートナーを設置しておりま

す。担当パートナーは、個別案件毎に組成されるプロジェクトチームを率い、その担当する案件に全責任を持つことにな

ります。現在、パートナーは８名就任しておりますが、当社の事業拡大に合わせ増員する可能性があります。 

  

ｃ．代表取締役の役割分担について 

 当社は、取締役に社長・常務といった一般的な呼称は採用しておりません。上記パートナー制度との併用の中で、各取

締役が各々の業務を責任を持って遂行するためであり、序列を示す呼称は当社の目指すガバナンスに馴染まないからであ

ります。 

 現在、当社には代表取締役パートナーが２名おりますが、渡辺章博及び佐山展生の両名ともプロフェッショナルとして

Ｍ＆Ａアドバイザリー業務においては担当パートナーとしての機能を果たしております。一方、代表取締役としては、当

社の業務全体に責任を持つことに差異はありません。しかしながら、社内管理業務や内部統制については渡辺章博が最高

責任者となっており、佐山展生は新規大型案件の発掘など営業活動に注力しております。 

  

ｄ．グループパートナー経営会議 

 グループパートナー経営会議は、パートナー全員により構成されており、原則月１回開催し、グループ経営並びに重要

情報の伝達、情報交換及び協議を行っております。 

  

ｅ．監査役制度 

 当社は、常勤監査役１名と非常勤監査役２名により監査役会を構成しており、監査機能の維持強化に取り組んでおりま

す。 

  

ｆ．社外取締役の専従スタッフ 

 当社は、社外取締役の専従スタッフは配置しておりませんが、必要に応じて財務ＩＲ室が適宜対応しております。 

  

ｇ．弁護士・監査法人等その他第三者の状況 

 弁護士・監査法人等その他第三者からは、業務上の必要に応じ、適宜アドバイス・指導を受けております。 

 



ｈ．業務執行・監視の仕組み 

 当社の業務執行・監視の仕組みは、下図のとおりです。 

 
  

② 内部統制システムの整備の状況 

 社内規程につきましては、法令の改正や内部統制機能の整備等の動向に対応し、随時関連規程の整備をしております。ま

た、内部監査を計画的に実施しております。 

  

③ 内部監査及び監査役監査の状況 

ａ．内部監査 

 当社は、代表取締役直轄で内部監査担当者４名を任命し、計画的な内部監査を実施しております。これにより、業務の

効率性改善や不正取引の発生防止につとめ、内部統制の充実及びコンプライアンスの強化をはかっております。 

  

ｂ．監査役監査 

 監査役会は、協議した監査計画に基づき、取締役会その他の重要会議への出席、重要文書の閲覧、ヒアリング及び実地

調査等の方法により取締役の業務執行の業務監査及び会計監査を行っております。また、監査の実施にあたっては、監査

法人及び内部監査担当との連携に留意するとともに、三者間の情報共有化による効率的な監査の遂行に努めております。 

  

④ 会計監査の状況 

 当社は、あずさ監査法人の会計監査を受けております。期末に偏ることなく、期中においても必要に応じた監査を受けて

おります。なお、業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成等は以下のとおりです。 

 ※ 継続関与年数につきましては、全員７年以内であるため記載を省略しております。 

監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士 ３名    会計士補等 ４名 

 

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人

酒井 弘行 
あずさ監査法人

山田 治彦 



⑤ 社外取締役及び社外監査役との関係 

 当社と社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本関係、取引関係、その他の利害関係はありません。 

  

(2）リスク管理体制の整備の状況 

 当社は、「For Client's Best Interest」という経営理念のもと、全社員が高い社会的倫理観に立ち、社会的規範や、法

令、並びに社内規程を遵守するコンプライアンスを徹底しております。そのために、全社員参加のミーティングを毎週行い、

コンプライアンス及び当社を取り巻くリスク情報を共有しております。 

 また、重要な法務に関しては、必要に応じて弁護士に相談しております。 

  

(3）役員報酬の内容 

 当事業年度において、当社の取締役及び監査役に対して支払った報酬は、以下のとおりであります。 

取締役に対して支払った報酬 341百万円 

監査役に対して支払った報酬  14百万円 

なお、上記の取締役及び監査役に対して支払った報酬のうち、社外役員に対して支払った報酬は６百万円であります。 

 上記の他、使用人兼務取締役の使用人給与相当額（賞与を含む）が62百万円あります。 

  

(4）監査報酬の内容 

 当事業年度において、公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬は12百万円であります。 

  

(5）取締役の定数 

  当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。 

  
 



第５【経理の状況】 
  

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結

財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年３月１日から平成18年２月28日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連結会

計年度（平成18年３月１日から平成19年２月28日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

 ただし、前連結会計年度（平成17年３月１日から平成18年２月28日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正

前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等

規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年３月１日から平成18年２月28日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度（平

成18年３月１日から平成19年２月28日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成17年３月１日から平成18年２月28日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法

に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の

財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

(3）当社の連結財務諸表及び財務諸表に掲記される科目、その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載しておりまし

たが、当連結会計年度及び当事業年度より百万円単位で記載することに変更しております。なお、比較を容易にするため、前

連結会計年度及び前事業年度についても百万円単位に組替え表示しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年３月１日から平成18年２月28日まで）及び当連結

会計年度（平成18年３月１日から平成19年２月28日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成17年４月１日から平成18年２

月28日まで）及び当事業年度（平成18年３月１日から平成19年２月28日まで）の財務諸表について、あずさ監査法人により監査

を受けております。 

 なお、前連結会計年度及び前事業年度に係る監査報告書は、平成18年９月４日提出の有価証券届出書に添付されたものによっ

ております。 

  

  



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

 

   
前連結会計年度

（平成18年２月28日） 
当連結会計年度 

（平成19年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産      

１．現金及び預金     2,895 9,133 

２．売掛金     199 455 

３．たな卸資産     5 12 

４．繰延税金資産     112 67 

５．その他     19 38 

流動資産合計     3,232 91.2 9,706 94.6

Ⅱ 固定資産      

１．有形固定資産 ※１    

(1）建物及び構築物     131 161 

(2）その他     55 106 

有形固定資産合計     187 5.3 267 2.6

２．無形固定資産     0 0.0 0 0.0

３．投資その他の資産      

(1）投資有価証券     2 2 

(2) 繰延税金資産     － 22 

(3）その他     121 265 

投資その他の資産合計     123 3.5 289 2.8

固定資産合計     310 8.8 558 5.4

資産合計     3,543 100.0 10,265 100.0

       



  

  

   
前連結会計年度

（平成18年２月28日） 
当連結会計年度 

（平成19年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

１．未払法人税等     1,281 393 

２．賞与引当金     40 40 

３．その他     211 275 

流動負債合計     1,533 43.3 709 6.9

Ⅱ 固定負債      

１．長期未払費用     － 55 

固定負債合計     － － 55 0.6

負債合計     1,533 43.3 765 7.5

       

（資本の部）      

Ⅰ 資本金 ※２   116 3.3 － －

Ⅱ 資本剰余金     106 3.0 － －

Ⅲ 利益剰余金     1,786 50.4 － －

資本合計     2,010 56.7 － －

負債及び資本合計     3,543 100.0 － －

       

（純資産の部）      

Ⅰ 株主資本      

１．資本金     － － 3,312 32.3

２．資本剰余金     － － 3,302 32.2

３．利益剰余金     － － 2,511 24.4

株主資本合計     － － 9,126 88.9

Ⅱ 少数株主持分     － － 373 3.6

純資産合計     － － 9,499 92.5

負債純資産合計     － － 10,265 100.0

       



②【連結損益計算書】 

  

  

   
前連結会計年度

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高  4,407 100.0 4,517 100.0

Ⅱ 売上原価  1,080 24.5 1,521 33.7

売上総利益  3,326 75.5 2,996 66.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 417 9.5 744 16.5

営業利益  2,909 66.0 2,252 49.8

Ⅳ 営業外収益   

１．受取利息  0 8  

２．その他  0 0 0.0 2 10 0.3

Ⅴ 営業外費用   

１．支払利息  2 －  

２．株式交付費  － 25  

３．新株発行費  0 －  

４．公開関連費用  9 89  

５．創立費  0 0  

６．その他  － 12 0.3 0 116 2.6

経常利益  2,896 65.7 2,146 47.5

Ⅵ 特別損失   

１．固定資産除売却損 ※２ － 112  

２．本社移転費用  － － － 35 147 3.3

税金等調整前当期純利益  2,896 65.7 1,998 44.2

法人税、住民税及び 
事業税 

 1,295 1,021  

法人税等調整額  △112 1,182 26.8 22 1,043 23.1

少数株主損失  － － 472 10.5

当期純利益  1,713 38.9 1,427 31.6

    



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

前連結会計年度（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日） 

  

連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

（注）平成18年５月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

   
前連結会計年度

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高   35

Ⅱ 資本剰余金増加高  

１．増資による新株の発行   71 71

Ⅲ 資本剰余金期末残高   106

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高   72

Ⅱ 利益剰余金増加高  

１．当期純利益   1,713 1,713

Ⅲ 利益剰余金期末残高   1,786

   

区分 

株主資本
少数株主 
持分 

純資産
合計 資本金 

資本
剰余金 

利益
剰余金 

株主資本
合計 

平成18年２月28日残高 
（百万円） 

116 106 1,786 2,010 － 2,010

連結会計年度中の変動額    

新株の発行 3,195 3,195 － 6,390 － 6,390

剰余金の配当(注) － － △499 △499 － △499

役員賞与(注) － － △201 △201 － △201

当期純利益 － － 1,427 1,427 － 1,427

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

－ － － － 373 373

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

3,195 3,195 725 7,116 373 7,489

平成19年２月28日残高 
（百万円） 

3,312 3,302 2,511 9,126 373 9,499



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

    
前連結会計年度

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益   2,896 1,998 

減価償却費   44 63 

固定資産除売却損   － 112 

本社移転費用   － 35 

賞与引当金の増加額（△減少額）   40 0 

受取利息   △0 △8 

株式交付費   － 25 

新株発行費   0 － 

支払利息   2 － 

売上債権の減少額（△増加額）   36 △256 

たな卸資産の減少額（△増加額）   △5 △6 

仕入債務の増加額（△減少額）   △7 － 

その他   50 △143 

小計   3,058 1,822 

利息及び配当金の受取額   0 8 

利息の支払額   △2 － 

法人税等の支払額   △96 △1,910 

営業活動によるキャッシュ・フロー   2,960 △79 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出   △210 △257 

有形固定資産の除売却による収入   － 14 

長期前払費用の取得による支出   △16 △4 

敷金保証金の差入による支出   △49 △251 

敷金保証金の解約による収入   － 106 

その他   △2 △0 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △279 △392 



  

  

  次へ 

    
前連結会計年度

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

社債の償還による支出   △98 － 

株式の発行による収入   142 6,364 

少数株主からの出資受入額   － 845 

配当金の支払額   － △499 

財務活動によるキャッシュ・フロー   44 6,710 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額   2,725 6,238 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   169 2,895 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 2,895 9,133 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前連結会計年度

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

１．連結の範囲に関する事項  すべての子会社を連結しております。 

連結子会社の数 １社 

すべての子会社及び投資事業組合を連

結しております。 

  連結子会社の名称 連結子会社の数 ２社 

  ㈱メザニン 連結子会社の名称 

   ㈱メザニンは新規に株式を取得した

ことにより、当連結会計年度より連結

の範囲に含めております。 

㈱メザニン 

  ㈱デューデリジェンス 

  投資事業組合の数 ２組合 

  投資事業組合の名称 

  MCo1号投資事業有限責任組合 

  MCo2号投資事業有限責任組合 

  ㈱デューデリジェンスは新規に設立

したことにより、また、MCo1号投資事

業有限責任組合及びMCo2号投資事業有

限責任組合は新規に組成したことによ

り、当連結会計年度より連結の範囲に

含めております。 

２．連結子会社の決算日等に

関する事項 

 すべての連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しております。 

㈱メザニン及び㈱デューデリジェン

スの決算日は、連結決算日と一致して

おります。 

連結範囲に含めているMCo1号投資事業

有限責任組合及びMCo2号投資事業有限責

任組合の決算日は12月31日であります。 

連結財務諸表の作成に当たって、これ

らの投資事業組合については、連結決算

日現在で実施した仮決算に基づく財務諸

表を使用しております。 

３．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

①有価証券 ①有価証券 

その他有価証券 同左 

  時価のないもの   

   移動平均法による原価法によって

おります。 

  

  ②たな卸資産 ②たな卸資産 

  仕掛品 同左 

   個別法による原価法によっておりま

す。 

  

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

①有形固定資産 ①有形固定資産 

 定率法によっております。  定率法によっております。 

   なお、主な耐用年数は以下のとおり

です。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

です。 

  建物及び構築物 ８年～10年 

器具備品    ３年～15年 

建物及び構築物 ８年～15年 

器具備品    ３年～15年 



  

 

項目 
前連結会計年度

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

  ②無形固定資産 ②無形固定資産 

   定額法によっております。 同左 

   なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっており

ます。 

  

(3）繰延資産の処理方法 ①新株発行費 ①株式交付費 

   支出時に全額費用として処理してお

ります。 

  支出時に全額費用として処理してお

ります。 

  ②創立費 ②創立費 

   支出時に全額費用として処理してお

ります。 

同左 

(4）重要な引当金の計上基

準 

①貸倒引当金 ①貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

同左 

  ②賞与引当金 ②賞与引当金 

   従業員に支給する賞与の支払に備え

て、支給見込額の当連結会計年度負担

額を計上しております。 

同左 

(5）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

同左 

４．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

５．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について、連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成しておりま

す。 

― 

６．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３か月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 



会計処理の変更 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

― 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用して

おります。 

これによる当連結会計年度の損益に与える影響はあり

ません。 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は9,126百万円で

あります。 

 なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年

度における連結貸借対照表の純資産の部については、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。 

  

（繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い） 

 当連結会計年度より、「繰延資産の会計処理に関する

当面の取扱い」（企業会計基準委員会 平成18年８月11

日 実務対応報告第19号）を適用しております。 

これによる当連結会計年度の損益に与える影響はあり

ません。 

  



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

  

（連結損益計算書関係） 

  

 

前連結会計年度
（平成18年２月28日） 

当連結会計年度
（平成19年２月28日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

44百万円 42百万円 

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式15,552株であ

ります。 

― 

前連結会計年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 
  

  

役員報酬 69百万円

賞与引当金繰入額 7 

消耗品費 42 

地代家賃 51 

  

役員報酬 84百万円

賞与引当金繰入額 6 

給料手当 100 

地代家賃 110 

支払手数料 83 

― ※２ 固定資産除売却損は、建物及び構築物92百万円、

その他19百万円であります。 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自平成18年３月１日 至平成19年２月28日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（注）普通株式の発行済株式総数の増加169,368株は、平成18年５月８日付をもって普通株式１株につき10株に分割したことによる増

加 139,968株、平成18年10月６日に東京証券取引所マザーズ市場へ株式上場したことによる公募及び第三者割当増資による増

加 29,400株によるものであります。 

  

２ 配当に関する事項 

(１) 配当金支払額 

  

(２) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

 

  前連結会計年度末 

株式数 

（株） 

当連結会計年度 

増加株式数 

（株） 

当連結会計年度 

減少株式数 

（株） 

当連結会計年度末 

株式数 

（株） 

発行済株式         

普通株式 15,552 （注）169,368 － 184,920 

合計 15,552 169,368 － 184,920 

決議 株式の種類 配当金の総額 
１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

平成18年５月30日 

定時株主総会 
普通株式 499百万円 32,150円 平成18年２月28日 平成18年５月30日 

決議 
株式の 

種類 

配当の 

原資 

配当金の 

総額 

１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

平成19年５月23日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 429百万円 2,320円 平成19年２月28日 平成19年５月24日 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年２月28日現在） （平成19年２月28日現在） 
  

  （百万円）

現金及び預金 2,895 

現金及び現金同等物 2,895 

  （百万円）

現金及び預金 9,133

現金及び現金同等物 9,133

 ２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

― 

 株式の取得により新たに連結したことに伴う連結

開始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得価額

と取得のための支出（純額）との関係は次のとおり

であります。 

  

㈱メザニン（平成17年10月28日現在）   
  

（単位：百万円）

流動資産 15 

㈱メザニン株式の取得価額 15 

㈱メザニンの現金及び現金同
等物 

15 

㈱メザニン取得のための支出 － 

  



（リース取引関係） 

前連結会計年度（自平成17年３月１日 至平成18年２月28日）及び当連結会計年度（自平成18年３月１日 至平成19年２月

28日） 

 該当事項はありません。 

  

  

  次へ 



（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成18年２月28日） 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

当連結会計年度（平成19年２月28日） 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  

  次へ 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

非上場株式 2 

計 2 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

非上場株式 2 

計 2 



（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自平成17年３月１日 至平成18年２月28日）及び当連結会計年度（自平成18年３月１日 至平成19年２月

28日） 

 該当事項はありません。 

  

  

  次へ 



（退職給付関係） 

前連結会計年度（自平成17年３月１日 至平成18年２月28日）及び当連結会計年度（自平成18年３月１日 至平成19年２月

28日） 

 該当事項はありません。 

 



（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自平成18年３月１日 至平成19年２月28日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

（注） １．株式数に換算して記載しております。 

２．平成18年５月８日付で株式１株につき10株の株式分割を行っており、株式分割後の株数を記載しております。 

  

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式数

に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

（注）平成18年５月８日付で株式１株につき10株の株式分割を行っており、株式分割後の株数を記載しております。 

 

  平成17年ストック・オプション 平成18年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 当社の従業員 26名 
当社の監査役  ２名 
当社の従業員等 43名 

ストック・オプション数 

（注）１ 
普通株式 5,670株（注）２ 普通株式 12,390株（注）２ 

付与日 平成17年11月21日 平成18年４月28日 

権利確定条件 

東京証券取引所マザーズ市場への上
場日（平成18年10月６日）から２年
を経過するまで継続して勤務してい
ること 

東京証券取引所マザーズ市場への上
場日（平成18年10月６日）から２年
を経過するまで継続して勤務してい
ること 

対象勤務期間 
東京証券取引所マザーズ市場への
上場日（平成18年10月６日）から
２年を経過した日まで 

東京証券取引所マザーズ市場への
上場日（平成18年10月６日）から
２年を経過した日まで 

権利行使期間 
平成19年12月１日から 
平成27年10月31日まで 

平成20年３月１日から 
平成28年１月31日まで 

  平成17年ストック・オプション 平成18年ストック・オプション 

権利確定前 （株）     

  前連結会計年度末           5,670            － 

 付与            － 12,390 

 失効           1,340 1,230 

 権利確定            －            － 

 未確定残           4,330 11,160 

権利確定後 （株）     

  前連結会計年度末            －            － 

 権利確定            －            － 

 権利行使            －            － 

 失効            －            － 

 未行使残            －            － 



② 単価情報 

（注）平成18年５月８日付で株式１株につき10株の株式分割を行っており、株式分割後の権利行使価格を記載しておりま

す。 

  

（税効果会計関係） 

  

  

  平成17年ストック・オプション 平成18年ストック・オプション 

権利行使価格       （円） 1,900 1,900 

 行使時平均株価     （円）           －           － 

公正な評価単価（付与日）（円）           －           － 

前連結会計年度
（平成18年２月28日） 

当連結会計年度
（平成19年２月28日） 

１．繰延税金資産の主な原因別内訳 １．繰延税金資産の主な原因別内訳 
  

  

未払事業税 96百万円

賞与引当金 16百万円

その他 0百万円

繰延税金資産小計 113百万円

評価性引当額 △0百万円

繰延税金資産合計 112百万円

未払事業税 35百万円

賞与引当金 16百万円

その他 15百万円

繰延税金資産(流動)小計 67百万円

その他 22百万円

繰延税金資産(固定)小計 22百万円

繰延税金資産合計 90百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため注記を省略しております。 

法定実効税率 40.69% 

（調整）   

投資事業組合連結による損益 9.72% 

その他 1.82% 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 52.22% 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年３月１日 至平成18年２月28日）及び当連結会計年度（自平成18年３月１日 至平成19年２

月28日） 

 Ｍ＆Ａアドバイザリー事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグ

メントの資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略して

おります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年３月１日 至平成18年２月28日）及び当連結会計年度（自平成18年３月１日 至平成19年２

月28日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成17年３月１日 至平成18年２月28日）及び当連結会計年度（自平成18年３月１日 至平成19年２

月28日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成17年３月１日 至平成18年２月28日） 

(1）役員及び個人主要株主等 

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

※１ 株式の購入価格は設立間もないため、発行価額としております。 

※２ 業務の委託報酬については、一般的取引条件を勘案して決定しております。 

※３ 渡辺章博氏がグローバルコーポレイトアドバイザリー㈱の代表者として行った取引であります。 

なお、同社との取引は平成17年３月31日で終了しております。 

※４ 平成17年９月30日付の第三者割当増資であります。 

※５ 当社には退職給付制度はありませんが、渡辺和子氏は創業メンバーとして特に功労があり、また、退職に至った経

緯が当社の上場に関わる外見的透明性の確保という特殊事情によるものであったため、特別退職金を支給しまし

た。退職金の支払額は、諸要因を考慮して、決定しております。 

  

当連結会計年度（自平成18年３月１日 至平成19年２月28日） 

     該当事項はありません。 

 

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金 
（百万円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

（％） 

関係内容

取引の内容
取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員及び
その近親
者 

渡辺章博 － － 

当社 
代表取締
役 
グローバ
ルコーポ
レイトア
ドバイザ
リー㈱ 
代表取締
役 

（被所有）
直接 26.4 

－ －

㈱メザニン
株式の購入
※１ 

5 － －

業務の委託
※２，３ 

41 － －

増資の割当
※４ 

32 － －

渡辺和子 
（渡辺章博
の配偶者） 

－ － － － － －
退職金の支
払※５ 

20 － －

佐山展生 － － 
当社 
代表取締
役 

（被所有）
直接 26.4 

－ －

㈱メザニン
株式の購入
※１ 

5 － －

増資の割当
※４ 

32 － －

山本礼二郎 － － 
当社 
取締役 

（被所有）
直接 22.5 

－ －

㈱メザニン
株式の購入
※１ 

5 － －

増資の割当
※４ 

28 － －

加藤裕康 － － 
当社 
取締役 

（被所有）
直接 11.6 

－ －
増資の割当
※４ 

11 － －

米 正剛 － － 
当社 
取締役 

（被所有）
直接 2.6 

－ －
増資の割当
※４ 

7 － －



（１株当たり情報） 

当社は平成18年５月８日付で株式１株につき10株の株式分割を行っております。当連結会計年度の１株当たり当期純利益金額の

算定につきましては、株式分割が期首に行われたものとして算出しております。 

また、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前連結会計年度における１株当たり情報は以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額      11,627.54円 

１株当たり当期純利益金額   13,577.48円 

  

（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注）当社従業員１名の退職により、新株予約権の数９個と新株予約権の目的となる株式の数９株は失権しております。 
 

前連結会計年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

  

  

１株当たり純資産額 116,275.36円

１株当たり当期純利益金額 135,778.44円

１株当たり純資産額 49,352.65円 

１株当たり当期純利益金額 8,534.36円 

潜在株式調整後１株当たり当期
純利益金額 

7,772.09円 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非上

場であり、期中平均株価が把握できませんので、記載し

ておりません。 

  

  
前連結会計年度

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

１株当たり当期純利益金額    

当期純利益金額（百万円） 1,713 1,427 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 201 － 

（うち利益処分による役員賞与金） （201） （－） 

普通株式に係る当期純利益金額（百万円） 1,511 1,427 

期中平均株式数（株） 11,135 167,224 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    

当期純利益調整額（百万円） － － 

普通株式増加数（株） － 16,401 

（うち新株予約権（株）） （－） （16,401） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

平成17年11月21日 

臨時株主総会決議 

新株予約権 567株 (注) 

       － 



（重要な後発事象） 

  

 

前連結会計年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

― １．米国法人設立 

平成19年２月28日開催の当社取締役会決議にもとづ

き、平成19年３月16日に下記米国法人を設立いたしまし

た。 

（１）設立の目的 

クロスボーダー案件におけるＭ＆Ａアドバイザリ

ーを提供できる独立系Ｍ＆Ａファームとして米国に

進出するための現地法人設立 

（２）子会社の概要 

① 商号：GCA America Corporation 

② 代表者名：益戸 宣彦（当社パートナー） 

③ 本店所在地：米国デラウェア州 

支店所在地：米国ニューヨーク州ニューヨーク 

      米国カリフォルニア州サンフラン

シスコ 

④ 設立：平成19年３月16日 

⑤ 事業内容：Ｍ＆Ａアドバイザリー業務の提供 

⑥ 決算期：２月末 

⑦ 資本金及び追加払込資本金：200万USドル 

⑧ 株主構成：当社100％ 

― ２．会社分割による持株会社体制への移行 

平成19年４月17日開催の取締役会において、当社は、

平成19年9月3日を新設分割設立株式会社の成立の日とす

る新設分割により、Ｍ＆Ａアドバイザリー事業に係る権

利義務を当該新設分割設立株式会社に承継し、持株会社

体制へ移行することを決定いたしました。 

（１）会社分割及び商号変更の目的 

① 会社分割 

持株会社体制への移行は、各事業会社がＭ＆Ａ

アドバイザリー並びに周辺事業をコア事業とし

て、それぞれのドメインでの成長を加速させるこ

とが第一の目的です。 

かかる移行によって当社は持株会社となり、当

社の完全子会社としてＭ＆Ａアドバイザリー事業

を行う新会社のほか、メザニンファンドの運営事

業を行う株式会社メザニン及びデューデリジェン

ス事業を行う株式会社デューデリジェンスの各事

業会社を擁することとなります。 

また、拡大するＭ＆Ａマーケットにおいて多角

的な事業展開を機動的に行い、クライアントへの

サービスを一層戦略的に向上させることにより、

企業価値の向上を目指し将来を見据えた体制整備

を行うことであります。 



  

 

前連結会計年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

  

なお、当社は平成18年10月６日東京証券取引所

マザーズ市場に株式公開した際、海外展開ならび

に周辺事業拡大のため新株式発行により約63億円

の資金調達をしております。持株会社体制では、

上記資金を含め会社資産を持株会社において集中

管理し機動的に各事業会社に配分することによ

り、グループの成長を図り企業価値の向上を目指

す体制が整うことになります。 

② 商号変更 

    上記主旨に基づく持株会社への移行に伴い、今

後の当社事業内容を適切に表現すべく、下記の通

り商号変更を行うことといたしました。 

     新商号 ＧＣＡホールディングス株式会社 

(英文名 GCA Holdings Corporation) 

（２）会社分割の要旨 

① 会社分割の日程 

   新設分割計画承認取締役会  

平成19年７月17日（予定） 

   分割期日   

平成19年９月３日（予定） 

   分割登記 

     平成19年９月３日（予定） 

② 分割方式 

    当社を新設分割会社とし、新設分割設立株式会

社（以下「新設会社」といいます。）であるGCA

株式会社を承継会社とする新設分割であります。

なお、分割会社である当社にとって、本件会社分

割は会社法第805条の簡易分割の要件（注）を充足

するものであり、株主総会による新設分割計画の

承認を得ずに行うものです。 

（注）当事業年度末において当社資産の87%は現預金であ

りますが、上記(1)①で記載した通り会社資産の機

動的な配分を行うため当社資産の80%以上を持株会

社に残すことを計画しております。これにより、

新設会社に承継されるＭ＆Ａアドバイザリー事業

を構成する資産は当社資産の20%以下となることか

ら、会社法第805条の簡易分割の要件を充足するも

のです。 

③ 株式の割当 

新設会社は、本件会社分割に際して普通株式を

発行し、その全てを当社へ割当交付します。 

④ 分割交付金 

    分割交付金の支払いはありません。 



  

 

前連結会計年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

  

⑤ 新設会社が承継する権利義務の内容 

新設会社は、当社のＭ＆Ａアドバイザリー事業

に係る資産・負債、権利義務及び契約上の地位の

すべて（ただし、平成19年7月17日開催予定の当

社取締役会により承認される新設分割計画におい

て特段の定めがあるものを除く。）を当社から承

継いたします。なお、当該分割における債務の承

継については、免責的債務引受の方法を予定して

おります。 

３．株式分割 

 平成18年４月18日開催の当社取締役会の決議に基づ

き、次のように株式分割による新株式を発行しておりま

す。 

(1）平成18年５月８日付をもって普通株式１株につき10

株に分割します。 

① 分割により増加する株式数 

普通株式       139,968株 

② 分割方法 

 平成18年２月28日最終の株主名簿に記載された株

主の所有株式数を１株につき10株の割合をもって分

割します。 

(2）配当起算日 

 平成18年３月１日 

  当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の

前期における１株当たり情報及び当期首に行われたと

仮定した場合の当期における１株当たり情報は、それ

ぞれ以下のとおりとなります。 

― 

１株当たり純資産額    11,627.54円  

１株当たり当期純利益金額 13,577.48円 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、新株予約権の残高はありますが、当社株式

は非上場であり、期中平均株価が把握できませんの

で、記載しておりません。 



  

  

前連結会計年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

４．新株予約権の付与 

 平成18年２月28日開催の臨時株主総会決議及び平成18

年４月28日開催の取締役会の決議に基づき、平成18年４

月28日付で当社役員（監査役を含む）および従業員に対

して、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づ

き新株予約権の付与（ストックオプション）をいたして

おります。その概要は次のとおりであります。 

(1）発行株式数  普通株式1,239株 

(2）発行価格   １株につき19,000円 

(3）発行総額   23百万円 

(4）付与対象者  当社役員（監査役を含む）および

従業員等 45名 

(5）発行予定期間 平成20年３月１日から 

平成28年１月31日まで 

― 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

 該当事項はありません。 

  

(2）【その他】 

① 決算日後の状況 

 特記事項はありません。 

  

② 訴訟 

特記事項はありません。 

  

  



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

 

   
前事業年度

（平成18年２月28日） 
当事業年度 

（平成19年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産      

１．現金及び預金     2,883 8,569 

２．売掛金     199 455 

３．仕掛品     5 10 

４．前払費用     17 37 

５．繰延税金資産     112 62 

６．その他     0 2 

流動資産合計     3,218 90.8 9,137 93.6

Ⅱ 固定資産      

１．有形固定資産 ※１    

(1）建物     131 161 

(2）器具備品     55 106 

有形固定資産合計     187 5.3 267 2.7

２．無形固定資産      

(1）ソフトウェア     0 0 

無形固定資産合計     0 0.0 0 0.0

３．投資その他の資産      

(1）投資有価証券     2 2 

(2）関係会社株式     15 65 

(3）長期前払費用     14 13 

(4）敷金保証金     106 251 

(5) 繰延税金資産     － 22  

投資その他の資産合計     138 3.9 354 3.7

固定資産合計     325 9.2 622 6.4

資産合計     3,544 100.0 9,760 100.0

       



  

 

   
前事業年度

（平成18年２月28日） 
当事業年度 

（平成19年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

１．未払金     14 156 

２．未払法人税等     1,281 339 

３．未払消費税     173 37 

４．未払費用     10 49 

５．賞与引当金     40 40 

６．その他     13 23 

流動負債合計     1,533 43.3 646 6.6

Ⅱ 固定負債      

１．長期未払費用     － 55 

固定負債合計     － － 55 0.6

負債合計     1,533 43.3 702 7.2

       



  

  

   
前事業年度

（平成18年２月28日） 
当事業年度 

（平成19年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資本の部）      

Ⅰ 資本金 ※２   116 3.3 － －

Ⅱ 資本剰余金      

１．資本準備金   106 －  

資本剰余金合計     106 3.0 － －

Ⅲ 利益剰余金      

１．当期未処分利益   1,787 －  

利益剰余金合計     1,787 50.4 － －

資本合計     2,011 56.7 － －

負債資本合計     3,544 100.0 － －

       

（純資産の部）              

Ⅰ 株主資本              

１．資本金     － －   3,312 33.9 

２．資本剰余金      

(1) 資本準備金   － 3,302  

資本剰余金合計     － －   3,302 33.8 

３．利益剰余金              

(1) 利益準備金   －     71    

(2) その他利益剰余金              

  繰越利益剰余金   －     2,372  

利益剰余金合計     － － 2,443 25.1

株主資本合計     － － 9,058 92.8

純資産合計     － － 9,058 92.8

負債純資産合計     － － 9,760 100.0

       



②【損益計算書】 

  

 

   
前事業年度

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     4,407 100.0 4,512 100.0

Ⅱ 売上原価     1,080 24.5 1,277 28.3

売上総利益     3,326 75.5 3,235 71.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   416 9.5 628 14.0

営業利益     2,909 66.0 2,606 57.7

Ⅳ 営業外収益      

１．受取利息   0 8  

２．その他   0 0 0.0 0 8 0.2

Ⅴ 営業外費用      

１．社債利息   2 －  

２．株式交付費   － 25  

３．新株発行費   0 －  

４．公開関連費用   9 89  

５．雑損失   － 12 0.2 0 115 2.5

経常利益     2,897 65.8 2,499 55.4

Ⅵ 特別損失              

１．固定資産除売却損 ※２ －     111  

２．本社移転費用   － － － 35 147 3.3

税引前当期純利益     2,897 65.8 2,351 52.1

法人税、住民税及び事
業税 

  1,295 966  

法人税等調整額   △112 1,182 26.9 27 994 22.0

当期純利益     1,714 38.9 1,357 30.1

前期繰越利益     72 － 

当期未処分利益     1,787 － 

         



売上原価明細書 

 （注） 

  

  

   
前事業年度

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 人件費   731 67.3 803 62.7

Ⅱ 外注費   79 7.3 － －

Ⅲ 経費 ※１ 275 25.4 478 37.3

総アドバイザリー費用   1,086 100.0 1,282 100.0

期首仕掛品たな卸高   － 5  

期末仕掛品たな卸高   5 10 

売上原価   1,080 1,277 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

※１．経費の主な内訳は、次のとおりであります。 ※１．経費の主な内訳は、次のとおりであります。 
  

支払手数料 104百万円

旅費交通費 56百万円

賃借料 51百万円

支払手数料 116百万円

旅費交通費 123百万円

賃借料 107百万円

 ２．原価計算の方法  ２．原価計算の方法 

個別原価計算による実際原価計算であります。 個別原価計算による実際原価計算であります。 



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

  

株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

（注）平成18年５月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

  次へ 

   
前事業年度

（株主総会承認日 
平成18年５月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）

Ⅰ 当期未処分利益   1,787

Ⅱ 利益処分額  

１．利益準備金   71

２．配当金   499

３．役員賞与金   201 772

Ⅲ 次期繰越利益   1,015

   

区分 

株主資本

純資産
合計 資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本 
合計 資本 

準備金 

資本
剰余金 
合計 

利益
準備金 

その他利益
剰余金 利益

剰余金 
合計 繰越利益

剰余金 

平成18年２月28日残高 
（百万円） 

116 106 106 － 1,787 1,787 2,011 2,011

事業年度中の変動額      

新株の発行 3,195 3,195 3,195 － － － 6,390 6,390

剰余金の配当（注） － － － － △499 △499 △499 △499

役員賞与（注） － － － － △201 △201 △201 △201

利益準備金の積立 － － － 71 △71 － － －

当期純利益 － － － － 1,357 1,357 1,357 1,357

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

3,195 3,195 3,195 71 584 655 7,046 7,046

平成19年２月28日残高 
（百万円） 

3,312 3,302 3,302 71 2,372 2,443 9,058 9,058



重要な会計方針 

  

 

項目 
前事業年度

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式 (1）子会社株式 

 移動平均法による原価法によってお

ります。 

同左 

  (2）その他有価証券 (2）その他有価証券 

  時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法によってお

ります。 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

仕掛品 仕掛品 

 個別法による原価法によっておりま

す。 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 定率法によっております。  定率法によっております。 

   なお、主な耐用年数は以下のとおり

です。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

です。 

  建物   ８年～10年 

器具備品 ３年～15年 

建物   ８年～15年 

器具備品 ３年～15年 

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

   定額法によっております。 同左 

   なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっており

ます。 

  

４．繰延資産の処理方法 新株発行費 株式交付費 

   支出時に全額費用として処理しており

ます。 

支出時に全額費用として処理しており

ます。 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

同左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

   従業員に支給する賞与の支払に備え

て、支給見込額の当期負担額を計上し

ております。 

同左 

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

同左 



会計処理の変更 

 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しております。 

これによる当事業年度の損益に与える影響はありませ

ん。 

  

― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17

年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は9,058百万円で

あります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度におけ

る貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。 

  

― 

  

  

  

（繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い） 

 当事業年度より、「繰延資産の会計処理に関する当面

の取扱い」（企業会計基準委員会 平成18年８月11日 

実務対応報告第19号）を適用しております。 

これによる当事業年度の損益に与える影響はありませ

ん。 

  



追加情報 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

（法人事業税の外形標準課税制度） ― 

 当事業年度の増資により税制区分上大会社となったこ

とから、法人事業税に外形標準課税が適用されることと

なりました。「法人事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」（平成

16年２月13日 企業会計基準委員会 実務対応報告第12

号）に従い、法人事業税の付加価値割及び資本割につい

ては、販売費及び一般管理費に20百万円計上しておりま

す。 

  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

（損益計算書関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（平成18年２月28日） 

当事業年度
（平成19年２月28日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

44百万円 42百万円 

※２ 授権株式数及び発行済株式総数 ― 
  

授権株式数 普通株式 80,000株

発行済株式総数 普通株式 15,552株

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

役員報酬 69百万円

給料手当 39 

賞与引当金繰入額 7 

採用教育費 24 

消耗品費 42 

減価償却費 22 

地代家賃 51 

役員報酬 84百万円

給料手当 49 

賞与 60 

賞与引当金繰入額 2 

減価償却費 31 

地代家賃 110 

租税公課 40 

支払手数料 60 

― ※２ 固定資産除売却損は、建物92百万円、器具備品19

百万円であります。 



（リース取引関係） 

前事業年度（自平成17年３月１日 至平成18年２月28日）及び当事業年度（自平成18年３月１日 至平成19年２月28日） 

 該当事項はありません。 

  

  

  次へ 



（有価証券関係） 

前事業年度（自平成17年３月１日 至平成18年２月28日）及び当事業年度（自平成18年３月１日 至平成19年２月28日） 

該当事項はありません。 

  

（税効果会計関係） 

  

 

前事業年度 
（平成18年２月28日） 

当事業年度
（平成19年２月28日） 

１．繰延税金資産の主な原因別内訳 １．繰延税金資産の主な原因別内訳 
  

  

未払事業税 96百万円

賞与引当金 16百万円

その他 0百万円

繰延税金資産合計 112百万円

未払事業税 30百万円

賞与引当金 16百万円

その他 15百万円

繰延税金資産(流動)小計 62百万円

その他 22百万円

繰延税金資産(固定)小計 22百万円

繰延税金資産合計 85百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため注記を省略しております。 

同左 

３．当事業年度の増資により税制区分上大法人となった

ことから、法人事業税に外形標準課税が適用されるこ

ととなりました。これに伴い、繰延税金資産を計算す

る法定実効税率は42.1％から40.7％に変更されまし

た。その結果、繰延税金資産の金額が３百万円減少

し、法人税等調整額の金額が３百万円減少しておりま

す。 

― 

  



（１株当たり情報） 

なお、当社は平成18年５月８日付で株式１株につき10株の株式分割を行っております。当事業年度の１株当たり当期純利益の算定

につきましては、株式分割が期首に行われたものとして算出しております。 

また、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前事業年度における１株当たり情報は以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額     11,635.69円 

１株当たり当期純利益金額  13,588.87円 

  

（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注）当社従業員１名の退職により、新株予約権の数９個と新株予約権の目的となる株式の数９株は失権しております。 

  

 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

  

  

１株当たり純資産額 116,356.92円

１株当たり当期純利益金額 135,892.35円

１株当たり純資産額 48,983.63円 

１株当たり当期純利益金額 8,118.70円 

潜在株式調整後１株当たり当期
純利益金額 

7,393.56円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非

上場であり、期中平均株価が把握できませんので、記載

しておりません。 

  

  
前事業年度

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

１株当たり当期純利益金額    

当期純利益金額（百万円） 1,714 1,357 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 201 － 

（うち利益処分による役員賞与金） （201） （－） 

普通株式に係る当期純利益金額（百万

円） 
1,513 1,357 

期中平均株式数（株） 11,135 167,224 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    

当期純利益調整額（百万円） － － 

普通株式増加数（株） － 16,401 

（うち新株予約権（株）） （－） （16,401） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

平成17年11月21日 

臨時株主総会決議 

新株予約権 567株 (注) 

       － 



（重要な後発事象） 

 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

― １．米国法人設立 

平成19年２月28日開催の当社取締役会決議にもとづ

き、平成19年３月16日に下記米国法人を設立いたしまし

た。 

（１）設立の目的 

クロスボーダー案件におけるＭ＆Ａアドバイザリ

ーを提供できる独立系Ｍ＆Ａファームとして米国に

進出するための現地法人設立 

（２）子会社の概要 

① 商号：GCA America Corporation 

② 代表者名：益戸 宣彦（当社パートナー） 

③ 本店所在地：米国デラウェア州 

支店所在地：米国ニューヨーク州ニューヨーク 

      米国カリフォルニア州サンフラン

シスコ 

④ 設立：平成19年３月16日 

⑤ 事業内容：Ｍ＆Ａアドバイザリー業務の提供 

⑥ 決算期：２月末 

⑦ 資本金及び追加払込資本金：200万USドル 

⑧ 株主構成：当社100％ 

  

― ２．会社分割による持株会社体制への移行 

平成19年４月17日開催の取締役会において、当社は、

平成19年9月3日を新設分割設立株式会社の成立の日とす

る新設分割により、Ｍ＆Ａアドバイザリー事業に係る権

利義務を当該新設分割設立株式会社に承継し、持株会社

体制へ移行することを決定いたしました。 

（１）会社分割及び商号変更の目的 

① 会社分割 

持株会社体制への移行は、各事業会社がＭ＆Ａ

アドバイザリー並びに周辺事業をコア事業とし

て、それぞれのドメインでの成長を加速させるこ

とが第一の目的です。 

かかる移行によって当社は持株会社となり、当

社の完全子会社としてＭ＆Ａアドバイザリー事業

を行う新会社のほか、メザニンファンドの運営事

業を行う株式会社メザニン及びデューデリジェン

ス事業を行う株式会社デューデリジェンスの各事

業会社を擁することとなります。 

また、拡大するＭ＆Ａマーケットにおいて多角

的な事業展開を機動的に行い、クライアントへの

サービスを一層戦略的に向上させることにより、

企業価値の向上を目指し将来を見据えた体制整備

を行うことであります。 



  

 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

  

なお、当社は平成18年10月６日東京証券取引所

マザーズ市場に株式公開した際、海外展開ならび

に周辺事業拡大のため新株式発行により約63億円

の資金調達をしております。持株会社体制では、

上記資金を含め会社資産を持株会社において集中

管理し機動的に各事業会社に配分することによ

り、グループの成長を図り企業価値の向上を目指

す体制が整うことになります。 

② 商号変更 

    上記主旨に基づく持株会社への移行に伴い、今

後の当社事業内容を適切に表現すべく、下記の通

り商号変更を行うことといたしました。 

     新商号 ＧＣＡホールディングス株式会社 

(英文名 GCA Holdings Corporation) 

（２）会社分割の要旨 

① 会社分割の日程 

   新設分割計画承認取締役会  

平成19年７月17日（予定） 

   分割期日   

平成19年９月３日（予定） 

   分割登記 

     平成19年９月３日（予定） 

② 分割方式 

    当社を新設分割会社とし、新設分割設立株式会

社（以下「新設会社」といいます。）であるGCA

株式会社を承継会社とする新設分割であります。

なお、分割会社である当社にとって、本件会社分

割は会社法第805条の簡易分割の要件（注）を充足

するものであり、株主総会による新設分割計画の

承認を得ずに行うものです。 

（注）当事業年度末において当社資産の87%は現預金であ

りますが、上記(1)①で記載した通り会社資産の機

動的な配分を行うため当社資産の80%以上を持株会

社に残すことを計画しております。これにより、新

設会社に承継されるＭ＆Ａアドバイザリー事業を構

成する資産は当社資産の20%以下となることから、

会社法第805条の簡易分割の要件を充足するもので

す。 

③ 株式の割当 

新設会社は、本件会社分割に際して普通株式を

発行し、その全てを当社へ割当交付します。 

④ 分割交付金 

    分割交付金の支払いはありません。 



  

 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

  

⑤ 新設会社が承継する権利義務の内容 

新設会社は、当社のＭ＆Ａアドバイザリー事業

に係る資産・負債、権利義務及び契約上の地位の

すべて（ただし、平成19年7月17日開催予定の当

社取締役会により承認される新設分割計画におい

て特段の定めがあるものを除く。）を当社から承

継いたします。なお、当該分割における債務の承

継については、免責的債務引受の方法を予定して

おります。 

３．株式分割 

 平成18年４月18日開催の当社取締役会の決議に基づ

き、次のように株式分割による新株式を発行しておりま

す。 

(1）平成18年５月８日付をもって普通株式１株につき10

株に分割します。 

① 分割により増加する株式数 

普通株式       139,968株 

② 分割方法 

 平成18年２月28日最終の株主名簿に記載された株

主の所有株式数を１株につき10株の割合をもって分

割します。 

(2）配当起算日 

 平成18年３月１日 

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前

期における１株当たり情報及び当期首に行われたと仮定

した場合の当期における１株当たり情報は、それぞれ以

下のとおりとなります。 

― 

１株当たり純資産額    11,635.69円  

１株当たり当期純利益金額 13,588.87円 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非上

場であり、期中平均株価が把握できませんので、記載し

ておりません。 



  

  

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

４．新株予約権の付与 

 平成18年２月28日開催の臨時株主総会決議及び平成18

年４月28日開催の取締役会の決議に基づき、平成18年４

月28日付で当社役員（監査役を含む）および従業員に対

して、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づ

き新株予約権の付与（ストックオプション）をいたして

おります。その概要は次のとおりであります。 

(1）発行株式数  普通株式1,239株 

(2）発行価格   １株につき19,000円 

(3）発行総額   23百万円 

(4）付与対象者  当社役員（監査役を含む）および

従業員等 45名 

(5）発行予定期間 平成20年３月１日から 

平成28年１月31日まで 

― 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

 有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略しておりま

す。 

  

  



【有形固定資産等明細表】 

（注）１．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

      建物    本社移転に伴う内装工事   166百万円 

      器具備品  本社移転に伴う什器取得   102百万円 

   ２．当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

      建物    本社移転に伴う設備の除売却 155百万円 

  

【引当金明細表】 

  

  

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産    

建物 155 166 155 166 5 30 161

器具備品 75 102 35 143 36 32 106

有形固定資産計 231 269 190 309 42 62 267

無形固定資産    

ソフトウェア 0 - - 0 0 0 0

無形固定資産計 0 - - 0 0 0 0

長期前払費用 15 4 1 19 5 3 13

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

賞与引当金 40 40 40 － 40



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

② 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

 （注） 上記案件は非公開で進行しており、具体的な社名を記載することは案件成立に影響を及ぼす可能性が高いため、開示して

おりません。 

  

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

③ 仕掛品 

  

 

区分 金額（百万円）

現金 0 

預金 

普通預金 1,168 

定期預金 7,400 

小計 8,568 

合計 8,569 

相手先 金額（百万円）

ＩＴソリューション会社 114 

運輸会社 60 

電機メーカー 33 

食品メーカー 24 

オフィスソリューション会社 14 

その他 207 

合計 455 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

199 4,738 4,482 455 90.8 25.2 

品目 金額（百万円）

バリュエーションレポート 10 

合計 10 



(3）【その他】 

① 決算日後の状況 

 特記事項はありません。 

  

② 訴訟 

特記事項はありません。 

  

  



第６【提出会社の株式事務の概要】 
  

  

 

事業年度 ３月１日から２月末日まで

定時株主総会 ５月中 

基準日 ２月末日 

株券の種類 10株券、１株券

剰余金の配当の基準日 
２月末日 
８月末日 

１単元の株式数 － 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り 該当事項はありません。

取扱場所  

株主名簿管理人  

取次所  

買取手数料  

公告掲載方法 

電子公告の方法により行います。
但し、やむを得ない事由によって電子公告をすることができない場合
は、日本経済新聞に掲載します。 
公告掲載URL（http://www.gcakk.com/） 

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７【提出会社の参考情報】 
  

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券届出書（有償一般募集増資及び売出し）及びその添付書類 

 平成18年９月４日関東財務局長に提出。 

(2）有価証券届出書の訂正届出書 

 平成18年９月20日及び平成18年９月28日関東財務局長に提出。 

 平成18年９月４日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

(3）臨時報告書 

 平成18年10月６日関東財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第第４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書であります。 

  

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の監査報告書   

  平成18年８月24日

ＧＣＡ株式会社   

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 酒井 弘行  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山田 治彦  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

ＧＣＡ株式会社の平成17年３月１日から平成18年２月28日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行

った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

ＧＣＡ株式会社及び連結子会社の平成18年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券届出書

提出会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の監査報告書   

  平成19年５月23日

ＧＣＡ株式会社   

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 酒井 弘行  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山田 治彦  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

ＧＣＡ株式会社の平成18年３月１日から平成19年２月28日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について

監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

ＧＣＡ株式会社及び連結子会社の平成19年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書

提出会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の監査報告書   

  平成18年８月24日

ＧＣＡ株式会社   

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 酒井 弘行  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山田 治彦  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

ＧＣＡ株式会社の平成17年３月１日から平成18年２月28日までの第２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、 

ＧＣＡ株式会社の平成18年２月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券届出書

提出会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の監査報告書   

  平成19年５月23日

ＧＣＡ株式会社   

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 酒井 弘行  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山田 治彦  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

ＧＣＡ株式会社の平成18年３月１日から平成19年２月28日までの第３期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、 

ＧＣＡ株式会社の平成19年２月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象の２．に記載されているとおり、会社は平成19年４月17日開催の取締役会において、平成19年９月

３日を新設分割設立株式会社の成立の日とする新設分割により、Ｍ＆Ａアドバイザリー事業に係る権利義務を当該新

設分割設立株式会社に承継し、持株会社体制へ移行することを決定した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書

提出会社）が別途保管しております。 
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